
                       
第 83号議案 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 2 3日 
任 用 給 与 課 

 

 

 

東京都規則の一部改正等について（給与関係） 

 

標記の件について、下記Ⅰの東京都規則等の一部改正については、申請（別添１）

のとおり承認し、下記Ⅱの人事委員会承認事項の一部改正については、申請及び協

議（別添２）のとおり、承認及び同意する。 

 

記 
 

Ⅰ 東京都規則等の一部改正（別添１） 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事） 

２ 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 

Ⅱ 人事委員会承認事項の一部改正（別添２） 

１ 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について（知

事外３任命権者） 

２ 昇給に関する基準について（知事外８任命権者）【申請・協議】 

３ 局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について 

４ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事外８任命権者） 
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Ⅰ 東京都規則等の一部改正 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事） 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 第 １ 

 

【組織改正等に伴う改正】 

○ 子供政策連携室の組織改正に伴い、区分６を適用する職から

「子供政策連携室子供政策連携推進部企画課長」を削除 

○ スタートアップ・国際金融都市戦略室の新設に伴い、区分６

を適用する職に「スタートアップ・国際金融都市戦略室戦略推

進部戦略企画課長」を追加 

○ 福祉保健局の組織再編に伴い、各区分の規定を整備 

○ 収用委員会事務局及び労働委員会事務局について、区分５を

適用する職として担当部長を追加 

施 行 期 日 等 

附則第１項 

第２項 

令和５年４月１日 

○ 収用委員会事務局及び労働委員会事務局の改正規定は 

公布の日（平成 25年４月１日遡及適用） 

○ 福祉保健局の改正規定は令和５年７月１日 
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＜参考＞ 

〇 子供政策連携室関係（令和５年４月改正） 

 

 

〇 スタートアップ・国際金融都市戦略室の設置（令和５年４月改正）

 
 

〇 福祉局、保健医療局の設置（令和５年７月改正） 
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２ 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

組織改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 

手当番号１ 

（捜査等業務手当） 

【組織改正に伴う支給範囲の追加】 

「警視庁交通機動隊」を捜査等業務手当の支給範囲に追加 

（警察署が担う初動捜査の一部を警視庁交通機動隊に位置づけ） 

施 行 期 日 

附則第１項 
令和５年４月１日 

経 過 措 置 
附則第２項 

二暦日にわたる勤務で、施行日前から始まる勤務 

→従前の例による 
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Ⅱ 人事委員会承認事項の一部改正 

１ 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について 

（知事・教育委員会・警視庁・東京消防庁） 
定年前再任用短時間勤務制の新設等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

対象となる特殊

勤務手当 

１（５） 

【税務事務特別手当の見直しに伴う改正】（知事のみ） 

税務事務特別手当のうち対象となる業務を「軽油引取税に係る調

査、犯則事件に関する業務、滞納整理に従事する場合」に限定 

勤務１時間当た

りの手当額の算

出方法 

２ 

【定年前再任用短時間勤務制導入等に伴う改正】 

「再任用短時間勤務職員」 

→「定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員」 

適 用 年 月 日 

３ 

令和５年４月１日 

２ 昇給に関する基準について【申請・協議】 

（知事・教育委員会・議会・監査・選挙管理委員会・人事委員会・漁業調整委員会・警視庁・東京消

防庁） 
昇給制度の見直しに伴い、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

昇 給 の 決 定 

第４ １（２） 

【下位区分の昇給の見直し】 

管理職層の勤務の成績に基づく昇給決定について、下位区分の適

用を見直し 

総合評定「Ｄ」かつ前年度・前々年度の総合評定が「Ｄ」又は「Ｅ」

１号昇給 → 昇給なし 

適 用 年 月 日 

附則 

令和５年４月１日 
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３ 局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について 

令和４年の人事委員会勧告等に伴う条例・規則の改正により、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

局長級職員の成

績率の内容 

第３ 

【支給割合の改正に伴う規定整備】 

令和５年６月期以降に支給する勤勉手当 

（局長級） 

・勤勉月数 1.15月（現行） → 1.10月 

（改正後）           （現 行） 

段階 成績率 

 

段階 成績率 

上位 

1.10超～1.3199月 
の範囲で 

支給の都度定める 
上位 

1.15超～1.3799月 
の範囲で 

支給の都度定める 

中位 

1.023～1.10月 
の範囲で 

支給の都度定める 
中位 

1.0695～1.15月 
の範囲で 

支給の都度定める 

下位 0.968月 下位 1.012月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、1.10月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、1.15月 
 

定年前再任用局

長級職員及び暫

定再任用局長級

職員の成績率の

内容 

第４ 

（定年前再任用・暫定再任用局長級） 

・勤勉月数 0.60月（現行） → 0.575月 

（改正後）           （現 行） 

段階 成績率 

 

段階 成績率 

上位 

0.575超～0.6899月 
の範囲で 

支給の都度定める 
上位 

0.60超～0.7199月 
の範囲で 

支給の都度定める 

中位 

0.53475～0.575月 
の範囲で 

支給の都度定める 
中位 

0.5580～0.60月 
の範囲で 

支給の都度定める 

下位 0.506月 下位 0.528月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、0.575月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、0.60月 
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規 定 整 備 

第２、第４、第６、 

第７ 

【定年前再任用短時間勤務制導入等に伴う改正】 

「再任用局長級職員」 

→「定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員 

附 則 令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

４ 成績率の運用に関する要綱の制定について 

（知事・教育委員会・議会・監査・選挙管理委員会・人事委員会・漁業調整委員会） 

令和４年の人事委員会勧告等に伴う条例・規則の改正により、所要の改正を行う。 

項   目 内           容 

行（一）５級等職

員の成績率の内容 

第４ 

【支給割合の改正に伴う規定整備】 

令和５年６月期以降に支給する勤勉手当 

（部長級） 

・勤勉月数 1.425月（現行） → 1.375月 

 改正後 現 行 

段階 評価 配分 成績率 成績率 

最上位 ５ 10％ 支給の都度定める 

（上限：2.05月） 

支給の都度定める 

（上限：2.05月） 上位 ４ 20％ 

中位 ３ 50％ 1.27875月 1.32525月 

下位 ２ 
20％ 

1.21000月 1.25400月 

最下位 １ 0月 0月 
 

行（一）４級等職

員の成績率の内容 

第５ 

（課長級） 

・勤勉月数 1.325月（現行） → 1.275月 

 改正後 現 行 

段階 評価 配分 成績率 成績率 

最上位 ５ 10％ 
支給の都度定める 

（上限：2.15月） 

支給の都度定める 

（上限：2.20月） 
上位 ４ 20％ 

中位(Ａ) 
３ 

10％ 

中位(Ｂ) 40％ 1.19850月 1.24550月 

下位 ２ 
20％ 

1.13475月 1.17925月 

最下位 １ 0月 0月 
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行政系課長代理等

職員の成績率の内

容 

第６ 

 

 

（課長代理級） 

・勤勉月数 1.125月（現行） → 1.075月 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

最上位 10％ 支給の都度定める 

（上限：1.60月） 

支給の都度定める 

（上限：1.65月） 上位 30％ 

中位 
60％ 

1.02125月 1.06875月 

下位 0.95675月 1.00125月 

対象外  1.07500月 1.12500月 
 

行政系主任級以下

及び技能系等職員

の成績率の内容 

第７ 

（主任級以下及び技能系） 

・勤勉月数 1.125月（現行） → 1.075月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：1.50月） 

支給の都度定める 

（上限：1.55月） 

中位 
60％ 

1.0320月 1.0800月 

下位 0.9675月 1.0125月 

対象外  1.0750月 1.1250月 

定年前再任用管理

職員及び暫定再任

用管理職員の成績

率の内容 

第８ 

（定年前再任用・暫定再任用管理職員） 

・勤勉月数 0.65月（現行） → 0.625月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 30％ 
支給の都度定める 

（上限：0.90月） 

支給の都度定める 

（上限：1.00月） 

中位 
70％ 

0.58750月 0.61100月 

下位 0.55625月 0.57850月 
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定年前再任用行政

系課長代理等職員

及び暫定再任用行

政系課長代理等職

員の成績率の内容 

第９ 

（定年前再任用・暫定再任用課長代理級） 

・勤勉月数 0.55月（現行） → 0.525月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：0.65月） 

支給の都度定める 

（上限：0.65月） 

中位 
60％ 

0.49875月 0.52250月 

下位 0.46725月 0.48950月 

対象外  0.52500月 0.55000月 

定年前再任用行政

系主任級以下、定

年前再任用技能系

等職員、暫定再任

用行政系主任級以

下及び暫定再任用

技能系等職員の成

績率の内容 

第 10 

（定年前再任用・暫定再任用主任級以下及び技能系） 

・勤勉月数 0.55月（現行） → 0.525月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：0.60月） 

支給の都度定める 

（上限：0.65月） 

中位 
60％ 

0.5040月 0.5280月 

下位 0.4725月 0.4950月 

対象外  0.5250月 0.5500月 

業績評価による
評定がなされな
い者等の取扱い 

第 19 

【臨時的任用の実施に伴う改正】（知事除く。） 

臨時的任用職員を成績率の対象外とする旨の規定を追加 

規 定 整 備 

第３、第８、第９、 

第 10、第 15、 

第 16、第 17、 

第 18、第 19、 

第 20 

【定年前再任用短時間勤務制導入等に伴う改正】 

○ 「再任用職員」 

→「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」 

○ 「第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６

第１項若しくは第２項」→「第 22条の４第１項」 

○ 文言整備 

適 用 年 月 日 

附則１ 

令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

 

経 過 措 置 

附則２ 

改正前の再任用職員について、暫定再任用職員とみなして要綱の

規定を適用する。 

教育委員会、警視庁、東京消防庁についても、同様の改正を行う（臨時的任用に係る改正を除く。）。 
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４ 総 人 制 第 2 2 7 9号 

令 和 ５ 年 ３ 月 1 7日 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 知 事 

小 池  百 合 子 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

東京都規則及び訓令の一部改正について（申請） 

 

このことについて、組織改正等に伴い、下記のとおり改正を行う必要があるため、警視庁職員の

特殊勤務手当に関する条例（平成９年東京都条例第44号）第29条及び職員の給与に関する条例（昭

和26年東京都条例第75号）第９条の２第３項において準用する同条例第９条第３項の規定に基づき、

承認を申請します。 

 

記 

 

１ 改正する規則及び訓令 

（１）警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成９年東京都規則第52号） 

（２）給料の特別調整額に関する規程（昭和32年東京都訓令甲第10号） 

 

２ 改正理由 

組織改正等に伴い、所要の改正を行う必要があるため 

 

３ 改正案文 

別添のとおり 
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４ 総 人 制 第 2 3 3 6 号  

令 和 ５ 年 ３ 月 1 7 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都知事 小 池  百 合 子 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

今回の給与制度の改正等に伴い、下記のとおり人事委員会承認事項を改正したいので、初

任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和48年東京都人事委員会規則第３号）第28条第２項、

職員の給与に関する条例施行規則（昭和37年東京都規則第172号）第12条第１項第４号及び改

正後の職員の勤勉手当に関する規則（昭和54年東京都規則第28号）第３条の４第１項の規定

に基づき申請いたします。 

 

記 

 

１ 改正する事項 

(1) 昇給に関する基準について（平成18年３月17日付17人委任第155号承認）【別紙１】 

 

(2) 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について（平成６年９

月21日付６人委任第102号承認）【別紙２】 

 

(3) 成績率の運用に関する要綱の制定について（平成15年３月25日付14人委任第216号承

認）【別紙３】 

 

２ 適用年月日等 

(1) １(1)及び(2)については、令和５年４月１日 

(2) １(3)については、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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４教人勤第４１１号 

令和５年３月１７日 

  

 

東京都人事委員 会 殿 

 

東京都教育委員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

    「勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」

の一部改正について（申請） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正したいので、学校職員の給与に関する条例施行

規則（昭和 37 年東京都教育委員会規則第 28号）第 12 条第１項の規定に基づき申請し

ます。 

 

記 

 

１ 改正内容 

  別紙のとおり 

 

２ 適用年月日 

  令和５年４月１日 
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 監．警．給．諸 第１５４１号 

 令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日 
 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

 

 

 警 視 総 監 

小 島  裕 史    

                        （ 公 印 省 略 ）    

 

 

勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当についての一

部改正について（申請） 

みだしのことにつきましては、次のとおり改正したいので、職員の給与に関する条

例施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２号）第１２条第１項第４号の規定に基づ

き承認の申請をいたします。 

 

記 

 

１ 改正の理由 

  地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部が改正されることに伴い、「勤

務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」を改める必

要があるため。 

   

２ 改正の内容 

  別添のとおり 

 

３ 適用年月日 

  令和５年４月１日 
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別 添 

 

   勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について 

 

１ 対象となる特殊勤務手当 

⑴  捜査等業務手当（１） 

⑵  交通整理取締手当 

⑶  看守手当 

⑷  警ら手当 

⑸  航空作業手当（１） 

⑹  放射線取扱手当 

⑺  検査手当 

⑻  小笠原業務手当 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

  勤務１時間当たりの手当額は、手当の日額に２１を乗じて得た額（定年前再任用

短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等については

当該額に職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成７年東京都条例第１５

号）第２条第２項又は第３項に規定する当該職員の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。）を月額として、これに１２を

乗じて得た額を職員の給与に関する条例施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２

号）第１２条第２項に規定する当該職員の年間の勤務時間で除して得た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  令和５年４月１日 

 

４ その他 

  対象となる職員の範囲等の詳細については、警務部長が定める。 
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４ 人 職 第 １ ３ ６ ６ 号 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日 

 

東京都人事委員会  殿 

 

東京消防庁 

消 防 総 監  清水 洋文 

（ 公 印 省 略 ） 

 

人事委員会承認事項の規定整備について （申請） 

 

今回の給与制度の改正等に伴い、下記のとおり承認事項を改正したいので、初任給、昇格及

び昇給等に関する規則（昭和４８年東京都人事委員会規則第３号）第２８条第２項、職員の給

与に関する条例施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２号）第１２条第１項第４号及び改正

後の職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４年東京都規則第２８号）第３条の４第１項の規定

に基づき申請いたします。 

 

                   記 

 

１ 改正事項 

 ⑴ 昇給に関する基準（平成１８年３月１７日付１７人委任第１５５号承認）  

 ⑵ 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について（平成６年９月

２１日付６人委任第１０２号承認） 

 ⑶ 東京消防庁職員の勤勉手当における成績率の運用に関する要綱（平成１５年３月２５日

付１４人委任第２１６号承認） 

２ 改正内容 

  別紙１から３までのとおり 

３ 適用年月日 

⑴ １⑴及び⑵については、令和５年４月１日から適用する。 

⑵ １⑶については、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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４教人勤第４１２号 

令和５年３月１７日 

  

 

東京都人事委員 会 殿 

 

東京都教育委員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「昇給に関する基準」の一部改正について（申請・協議） 

 

 

 このことについて、下記のとおり改正したいので、初任給、昇格及び昇給等に関する

規則（昭和 48年東京都人事委員会規則第３号）第 28条第２項の規定に基づき承認方申

請し、学校職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和 34 年東京都教育委員会

規則第３号）第 14条第２項の規定に基づき協議します。 

 

記 

 

１ 改正内容 

  別紙のとおり 

 

２ 適用年月日 

  令和５年４月１日 

 

 

16



  

４ 議 総 第 １ ０ ９ ２ 号  

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

       東京都議会議長 

   三宅  しげき    

                            （ 公 印 省 略 ）   

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月 17 日付４総人制第 2336 号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認） 
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４ 監 総 第 １ ０ ６ ７ 号  

令 和 ５ 年 ３ 月 1 7 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都代表監査委員  茂 垣 之 雄     

                         （ 公 印 省 略 ）    

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月 17 日付４総人制第 2336 号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認） 
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４ 選 総 第 １ ２ ５ ３ 号  

令 和 ５ 年 ３ 月 1 7 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都選挙管理委員会    

委員長  澤野  正明    

                             （ 公 印 省 略 ）    

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月 17日付４総人制第 2336号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認） 
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４人委総第１０２０号  

令和５年３月１７日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 

委員長 青山 佾 

（公印省略） 

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月 17 日付４総人制第 2336 号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認） 
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４東京漁調第１４７号  

令 和 ５ 年 ３ 月 1 7 日  

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京海区漁業調整委員会    

  会長  有 元 貴 文    

                             （ 公 印 省 略 ）    

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月 17 日付４総人制第 2336 号による知事の例により実

施したく申請いたします。 

 

記 

 

１ 昇給に関する基準について（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認） 
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                    監．警．給．審第１６１０号 

                    令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日 

 

 

東 京 都人 事委 員会  殿 

 

 

                              警 視 総 監 

                      小 島  裕 史 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

今回の給与制度の改正に伴い、下記のとおり承認事項を改正したいので、 

初任給、昇格及び昇給等に関する規則（昭和48年東京都人事委員会規則第３号）

第28条第２項及び改正後の職員の勤勉手当に関する規則（昭和54年東京都規則

第28号）第３条の４第１項の規定に基づき申請いたします。 

                                    記 

１ 改正する事項 

(1) 昇給に関する基準（平成18年３月17日付17人委任第155号承認） 

【別紙１】 

(2) 勤勉手当の成績率に関する運用要綱（平成８年３月29日付７人委任第223

号承認）【別紙２】 

 

２ 適用年月日 

(1) １(1)については、令和５年４月１日から適用する。 

(2) １(2)については、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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４総人人第３１７４号 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

東 京 都 知 事 

小 池  百 合 子 

 （ 公 印 省 略 ）      

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

今回の給与制度の改正に伴い、下記のとおり人事委員会承認事項を改正したいので、改正後の

職員の勤勉手当に関する規則（昭和 54年東京都規則第 28号）第３条の４第１項の規定に基づき

申請いたします。 

 

記 

 

１ 改正する要綱 

局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について（平成 23 年３月 24 日付 22 人委任

第 131号承認）【別紙】 

 

２ 適用年月日 

令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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４ 教 人 勤 第 ４ ０ ４ 号 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ７ 日 

 

 

東 京 都 人 事 委 員 会 殿 

 

 

東 京 都 教 育 委 員 会 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について (申請) 

 

 

 今回の給与制度の改正に伴い、下記のとおり承認事項を改正したいので、改正後の職員

の勤勉手当に関する規則（昭和54年東京都規則第28号）第３条の４第１項及び改正後の

学校職員の勤勉手当に関する規則（昭和54年東京都教育委員会規則第16号）第３条の４

第１項の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 改正する要綱 

⑴ 成績率の運用に関する要綱 

（平成15年３月25日付14人委任第216号承認）【別紙１】 

⑵ 教育職員等の成績率の運用に関する要綱 

（平成８年３月29日付７人委任第223号承認）【別紙２】 

 

２ 適用年月日 

令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 
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４議総第１０９３号 

令和５年３月１７日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都議会議長 

三 宅 し げ き 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月17日付４総人制第2336号及び令和４年３月14日

付３総人制第1424号（局長の定義に係る改正を除く。）による知事の例により実施したく申請

いたします。 

 

記 

 

成績率の運用に関する要綱の制定について（平成15年３月25日付14人委任第216号承認） 
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４監総第１０６８号 

令和５年３月１７日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都代表監査委員 

茂 垣  之 雄 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月17日付４総人制第2336号及び令和４年３月14日

付３総人制第1424号（局長の定義に係る改正を除く。）による知事の例により実施したく申請

いたします。 

 

記 

 

成績率の運用に関する要綱の制定について（平成15年３月25日付14人委任第216号承認） 
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４選総第１２５４号 

令和５年３月１７日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都選挙管理委員会委員長 

澤 野  正 明 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月17日付４総人制第2336号及び令和４年３月14日

付３総人制第1424号（局長の定義に係る改正を除く。）による知事の例により実施したく申請

いたします。 

 

記 

 

成績率の運用に関する要綱の制定について（平成15年３月25日付14人委任第216号承認） 
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４人委総第１０１９号 

令和５年３月１７日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京都人事委員会 

委員長 青山 佾 

（公印省略） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月17日付４総人制第2336号及び令和４年３月14日

付３総人制第1424号（局長の定義に係る改正を除く。）による知事の例により実施したく申請

いたします。 

 

記 

 

成績率の運用に関する要綱の制定について（平成15年３月25日付14人委任第216号承認） 
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４東京漁調第１４７号 

令和５年３月１７日 

 

 

東京都人事委員会 殿 

 

 

東京海区漁業調整委員会 

会長   有 元 貴 文 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

人事委員会承認事項の規定整備について（申請） 

 

 

下記の事項の改正について、令和５年３月17日付４総人制第2336号及び令和４年３月14日

付３総人制第1424号による知事の例により実施したく申請いたします。 

 

記 

 

成績率の運用に関する要綱の制定について（平成16年11月24日付16人委任第114号承認） 
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～ 目 次 ～ 

Ⅰ 東京都規則等の一部改正 

１ 給料の特別調整額に関する規程の一部改正（知事）（２頁） 

２ 警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則（７頁） 
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セ

ン

タ

ー

城

南

分

園

及

び

城

北

分

園

の

園

長

総

合

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

科

長

及

び

課

長

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

所

長

保

健

所

の

保

健

対

策

課

長

、
歯

科

保

健

担

当

課

長

及

び

出

張

所

副

所

長

」

に

、

「

保

健

所

の

保

健

対

策

課

長

、

児

童

相

談

セ

ン

タ

ー

の

治

療

指

導

課

長

、

総

合

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

課

長

」

を

「

児

童

相

談

セ

ン

タ

ー

の

治

療

指

導

課

長

、

総

合

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

課

長

、

保

健

所

の

保

健

対

策

課

長

」

に

、

「

 

監

察

医

務

院

、
北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

及

び

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

科

長

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

地

域

療

育

支

援

担

当

科

長

を

「

 

北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

及

び

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

科

長

北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

城

南

分

園

及

び

城

北

分

園

の

次

長

に

4



監

察

医

務

院

及

び

総

合

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

事

務

長

看

護

専

門

学

校

の

副

校

長

北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

城

南

分

園

及

び

城

北

分

園

の

次

長

北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

及

び

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

事

務

次

長

」

北

療

育

医

療

セ

ン

タ

ー

及

び

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

事

務

次

長

府

中

療

育

セ

ン

タ

ー

の

地

域

療

育

支

援

担

当

科

長

総

合

精

神

保

健

福

祉

セ

ン

タ

ー

の

事

務

長監

察

医

務

院

の

科

長

監

察

医

務

院

の

事

務

長

看

護

専

門

学

校

の

副

校

長

」

改

め

、

同

表

東

京

都

収

用

委

員

会

事

務

局

の

項

及

び

東

京

都

労

働

委

員

会

事

務

局

の

項

中

「

総

務

課

長

区

分

六

」

を

「

条

例

別

表

第

一

イ

行

政

職

給

料

表

㈠

の

職

務

の

級

が

五

級

で

あ

つ

て

、

条

例

別

表

区

分

五

（

知

事

が

別

に

定

め

に

改

め

る

。

5



第

六

の

二

イ

の

部

五

級

の

項

に

規

定

す

る

基

準

と

な

る

職

務

の

職

又

は

こ

れ

に

相

当

す

る

職

（

初

任

給

等

規

則

別

表

第

八

イ

の

項

に

定

め

が

あ

る

職

を

除

く

。
）

る

も

の

に

つ

い

て

は

区

分

十

一

）

総

務

課

長

区

分

六

」

附

則

１

こ

の

訓

令

は

、

令

和

五

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

規

定

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

日

か

ら

施

行

す

る

。

一

別

表

第

一

東

京

都

収

用

委

員

会

事

務

局

の

項

及

び

東

京

都

労

働

委

員

会

事

務

局

の

項

の

改

正

規

定

公

布

の

日

二

別

表

第

一

本

庁

の

項

の

改

正

規

定
（
「

福

祉

保

健

局

医

療

政

策

部

看

護

人

材

担

当

課

長

及

び

保

健

政

策

部

地

域

保

健

推

進

担

当

課

長

」

を

「

保

健

医

療

局

保

健

政

策

部

地

域

保

健

推

進

担

当

課

長

及

び

医

療

政

策

部

看

護

人

材

担

当

課

長

」
に

改

め

る

部

分

に

限

る

。
）
及

び

同

表

本

庁

行

政

機

関

及

び

地

方

行

政

機

関

の

項

の

改

正

規

定

令

和

五

年

七

月

一

日

２

前

項

第

一

号

に

掲

げ

る

改

正

規

定

に

よ

る

改

正

後

の

給

料

の

特

別

調

整

額

に

関

す

る

規

程

別

表

第

一

東

京

都

収

用

委

員

会

事

務

局

の

項

及

び

東

京

都

労

働

委

員

会

事

務

局

の

項

の

規

定

は

、
平

成

二

十

五

年

四

月

一

日

か

ら

適

用

す

る

。
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警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則 

 

警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

東

京

都

規

則

第

五

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。 
別

表

１

の

部

⑴

の

項

イ

中

「

サ

イ

バ

ー

犯

罪

対

策

課

」

の

下

に

「

、

警

視

庁

交

通

機

動

隊

」

を

加

え

る

。 

 
 

 

附

 
則 

１

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

五

年

四

月

一

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。
）

か

ら

施

行

す

る

。 

２

 

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

警

視

庁

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

規

定

は

、 

二

暦

日

に

わ

た

る

勤

務

に

あ

っ

て

は

、

施

行

日

以

後

に

始

ま

る

勤

務

か

ら

適

用

し

、

施

行

日

前

か

ら

始

ま

る

勤

務

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。 
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～ 目 次 ～ 

Ⅱ 人事委員会承認事項の一部改正等 

１ 勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について（知事外３任命権者）

（２頁） 

２ 昇給に関する基準について（知事外８任命権者）【申請・協議】（６頁） 

３ 局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について（11頁） 

４ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事外８任命権者）（14頁） 

 

承 認 事 項 等 案 文 一 覧 

別添２ 

1



 

 

「勤務 1 時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」（平成 6 年 9 月 21 日 6 人委任第 102 号承認）について、下記のとおり改正する。 

記 

改 正 案 現      行 

勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について 

 

１ 対象となる特殊勤務手当 

(1)から(4)まで （現行のとおり） 

(5) 税務事務特別手当（軽油引取税に係る調査、犯則事件に関する業務又は

滞納整理に従事する場合に限る。） 

(6)から(10)まで （現行のとおり） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

 勤務１時間当たりの手当額は、手当の日額に２１を乗じて得た額（手当額が

回数で定められている等の理由によりこの算出方法により難いものについて

は総務局長が別に定める額とし、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短

時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等については当該額に職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成 7 年東京都条例第 15 号）第２条第２項又は

第３項に規定する当該職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除

して得た数を乗じて得た額とする。）を月額として、これに１２を乗じて得た

額を職員の給与に関する条例施行規則（昭和 37 年東京都規則第 172 号）第１

２条第２項に規定する当該職員の年間の勤務時間で除して得た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  令和５年４月１日 

 

４ （現行のとおり） 

 

勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について 

 

１ 対象となる特殊勤務手当 

(1)から(4)まで （略） 

(5) 税務事務特別手当 

 

(6)から(10)まで （略） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

 勤務１時間当たりの手当額は、手当の日額に２１を乗じて得た額（手当額が

回数で定められている等の理由によりこの算出方法により難いものについて

は総務局長が別に定める額とし、再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職

員等については当該額に職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成 7

年東京都条例第 15 号）第２条第２項又は第３項に規定する当該職員の勤務時

間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。）

を月額として、これに１２を乗じて得た額を職員の給与に関する条例施行規則

（昭和 37 年東京都規則第 172 号）第１２条第２項に規定する当該職員の年間

の勤務時間で除して得た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  令和４年７月１日 

 

４ （略） 

 

 

【知事】

2



 

「勤務 1 時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」（平成６年９月２１日付６人委任

第１０２号承認）について、下記のとおり改正する。 

 

記 

 

改 正 案 現   行 

１ （現行のとおり） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

  勤務１時間当たりの手当額は、手当の日額に２

１を乗じて得た額（手当額が回数で定められてい

る等の理由によりこの算出方法により難いもの

については教育長が別に定める額とし、定年前再

任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員

及び育児短時間勤務職員等については当該額に

学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

（平成７年東京都条例第４５号。以下「勤務時間

条例」という。）第３条第２項若しくは第３項又

は職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平

成７年東京都条例第１５号。以下「職員の勤務時

間条例」という。）第２条第２項若しくは第３項

に規定する当該職員の勤務時間を勤務時間条例

第３条第１項又は職員の勤務時間条例第２条第

１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。）を月額として、これに１２を

乗じて得た額を学校職員の給与に関する条例施

行規則（昭和３７年東京都教育委員会規則第２８

号）第１２条第２項又は職員の給与に関する条例

施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２号）第

１２条第２項に規定する当該職員の年間の勤務

時間で除して得た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  令和５年４月１日 

 

４ （現行のとおり） 

１ （略） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

  勤務１時間当たりの手当額は、手当の日額に２

１を乗じて得た額（手当額が回数で定められてい

る等の理由によりこの算出方法により難いもの

については教育長が別に定める額とし、再任用短

時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等につい

ては当該額に学校職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成７年東京都条例第４５号。以

下「勤務時間条例」という。）第３条第２項若し

くは第３項又は職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例（平成７年東京都条例第１５号。以下

「職員の勤務時間条例」という。）第２条第２項

若しくは第３項に規定する当該職員の勤務時間

を勤務時間条例第３条第１項又は職員の勤務時

間条例第２条第１項に規定する勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た額とする。）を月額として、

これに１２を乗じて得た額を学校職員の給与に

関する条例施行規則（昭和３７年東京都教育委員

会規則第２８号）第１２条第２項又は職員の給与

に関する条例施行規則（昭和３７年東京都規則第

１７２号）第１２条第２項に規定する当該職員の

年間の勤務時間で除して得た額とする。 

 

 

３ 適用年月日 

  平成２１年４月１日 

 

４ （略） 

【教育】

3



【警視】

4



別紙 

「勤務１時間当たりの給料等の額の算出基礎となる特殊勤務手当について」（平成６年９月２１日付６人委任第１０２号承認）について

下記のとおり改正する。 

記 

改 正 案 現 行 

１ （現行のとおり） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

  勤務 1時間当たりの手当額は、手当の日額に２１を乗じて得た

額（手当額が回数で定められている等の理由によりこの算出方法

により難いものについては人事部長が別に定める額とし、定年前

再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及び育児短時

間勤務職員等については当該額に職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成７年東京都条例第１５号）第２条第２項又は

第３項に規定する当該職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。）を月額として、

これに１２を乗じて得た額を職員の給与に関する条例施行規則

（昭和３７年東京都規則第１７２号）第１２条第２項に規定する

当該職員の年間の勤務時間で除して得た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  令和５年４月１日 

 

４ （現行のとおり） 

１ （略） 

 

２ 勤務１時間当たりの手当額の算出方法 

  勤務 1時間当たりの手当額は、手当の日額に２１を乗じて得た

額（手当額が回数で定められている等の理由によりこの算出方法

により難いものについては人事部長が別に定める額とし、再任用

短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等については当該額に職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成７年東京都条例

第１５号）第２条第２項又は第３項に規定する当該職員の勤務時

間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。）を月額として、これに１２を乗じて得た額を職員の

給与に関する条例施行規則（昭和３７年東京都規則第１７２号）

第１２条第２項に規定する当該職員の年間の勤務時間で除して得

た額とする。 

 

３ 適用年月日 

  平成２２年４月１日 

 

４ （略） 

 

【消防】

5



第１から第３まで　（現行のとおり） 第１から第３まで　（略）

第４　昇給の決定 第４　昇給の決定

第５から第12まで　（現行のとおり） 第５から第12まで　（略）

附　則
　改正後のこの基準は、令和５年４月１日から適用する。

　　（3） （現行のとおり） 　　（3） （略）

　１　（現行のとおり） 　１　（略）

　２から６まで　（現行のとおり） 　２から６まで　（略）

　　（1） （現行のとおり） 　　（1） （略）

　　（2） （現行のとおり） 　　（2） （略）

　「昇給に関する基準について」（平成18年３月17日付17人委任第155号承認）について、下記のとおり改正する。

記

改　　正　　案 現　　行

昇給に関する基準 昇給に関する基準

Ｄ Ｄ

前年度の業績・能
力総合評価がＤ及

びＥ以外

前年度の業績・能
力総合評価がＤ又

はＥ

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし

※　職務記録実施要領第６－１－(4)に定めのある人事担当課長（総務課長）の業績・能力総合評価は、配分率の母数に含めない。

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

５
(10％以内)

４
(30％以内－「５」)

３
(80％以内－「５・

４」)

２

１又はＥ

Ｃ以上

Ｄ Ｄ Ｄ

前年度の業績・能
力総合評価がＤ及

びＥ以外

前年度の業績・能
力総合評価がＤ又

はＥ
かつ

前々年度の業績・
能力総合評価がＤ

及びＥ以外

前年度の業績・能
力総合評価がＤ又

はＥ
かつ

前々年度の業績・
能力総合評価がＤ

又はＥ

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給

※　職務記録実施要領第６－１－(4)に定めのある人事担当課長（総務課長）の業績・能力総合評価は、配分率の母数に含めない。

５
(10％以内)

４
(30％以内－

「５」)

３
(80％以内－「５・

４」)
１又はＥ

Ｃ以上

２

最下位

昇給なし

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

【知事】
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昇給に関する基準 昇給に関する基準

第１から第３まで　（現行のとおり） 第１から第３まで　（略）

第４　昇給の決定 第４　昇給の決定

１　（現行のとおり） １　（略）

 （1）　（現行のとおり）  （1）　（略）

ア　「職務記録実施要領」による被評定者 ア　「職務記録実施要領」による被評定者

記

イ　「教育管理職業績評定実施要領」又は「統括指導主事等職務記録実施要
　領」による被評定者

イ　「教育管理職業績評定実施要領」又は「統括指導主事等職務記録実施要
　領」による被評定者

 （2)　管理職層の勤務の成績に基づく昇給は、「職務記録実施要領」、
　　「教育管理職業績評定実施要領」又は「統括指導主事等職務記録実
　　施要領」に定める配分率により決定された定期評定等における業績
　　・能力総合評価に対応する下表に定める勤務の成績の区分に応じ
　　て、同表に定める号給数に決定する。
  　　この場合にあって、「職務記録実施要領」の対象となる職員のう
　　ち、管理主事（ただし、行政職給料表（一）の適用を受ける者及び
　　教育職給料表６級の適用を受ける者を除く。）については、下表ア
　　のうち、業績・能力総合評価(配分率)欄中「５」、「４」、
　　「３」、「２、Ｃ以上」、「２、Ｄ、前年度の業績・能力総合評価
　　がＤ及びＥ以外」、「２、Ｄ、前年度の業績・能力総合評価がＤ又
　　はＥかつ前々年度の業績・能力総合評価がＤ及びＥ以外」、「２、
　　Ⅾ、前年度の業績・能力総合評価がＤ又はＥかつ前々年度の業績・
　　能力総合評価がⅮ又はＥ」及び「１又はＥ」をそれぞれ「Ａ」、
　　「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」、「Ｅ、前年度の業績・能力総合評価がＥ
　　及びＦ以外」、「Ｅ、前年度の業績・能力総合評価がＥ又はＦかつ
　　前々年度の業績・能力総合評価がＥ及びＦ以外」、「Ｅ、前年度の
　　業績・能力総合評価がＥ又はＦかつ前々年度の業績・能力総合評価
　　がＥ又はＦ」及び「Ｆ」に読み替える。
　

　(2)　管理職層の勤務の成績に基づく昇給は、「職務記録実施要領」、
　　「教育管理職業績評定実施要領」又は「統括指導主事等職務記録実
　　施要領」に定める配分率により決定された定期評定等における業績
　　・能力総合評価に対応する下表に定める勤務の成績の区分に応じ
　　て、同表に定める号給数に決定する。
  　　この場合にあって、「職務記録実施要領」の対象となる職員のう
　　ち、管理主事（ただし、行政職給料表（一）の適用を受ける者及び
　　教育職給料表６級の適用を受ける者を除く。）については、下表ア
　　のうち、業績・能力総合評価(配分率)欄中「５」、「４」、
　　「３」、「２、Ｃ以上」、「２、Ｄ、前年度の業績・能力総合評価
　　がＤ及びＥ以外」、「２、Ｄ、前年度の業績・能力総合評価がＤ又
　　はＥ」及び「１又はＥ」をそれぞれ「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、
　　「Ｄ」、「Ｅ、前年度の業績・能力総合評価がＥ及びＦ以外」、
　　「Ｅ、前年度の業績・能力総合評価がＥ又はＦ」、「Ｅ、前年度の
　　業績・能力総合評価がＥ又はＦ」及び「Ｆ」に読み替える。
　

　「昇給に関する基準について」（平成18年３月23日付17人委任第166号承認）について、下記のとおり改正する。

現　　行改　　正　　案

【別紙２】

Ｄ Ｄ

前年度の業績・能
力総合評価がD
及びE以外

前年度の業績・能
力総合評価がD

又はE

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし

※　職務記録実施要領第６-1-(4)に定めのある人事担当課長（総務課長）の業績・能力総合評価は、配分率の母数に含めない。

４
(30％以内－

「５」)

３
(80％以内－
「５・４」)

２

1又はＥ
Ｃ以上

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

５
(10％以内)

Ｄ Ｄ Ｄ

前年度の業績・能
力総合評価がD
及びE以外

前年度の業績・能
力総合評価がＤ

又はＥ
かつ

前々年度の業績・
能力総合評価が
Ｄ及びＥ以外

前年度の業績・能
力総合評価がＤ

又はＥ
かつ

前々年度の業績・
能力総合評価が

Ｄ又はＥ

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給

※　職務記録実施要領第６-1-(4)に定めのある人事担当課長（総務課長）の業績・能力総合評価は、配分率の母数に含めない。

最下位

昇給なし

1又はＥ
Ｃ以上

２

４
(30％以内－

「５」)

３
(80％以内－
「５・４」)

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

５
(10％以内)

【教育】
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現　　行改　　正　　案

 （3）及び（4）　（現行のとおり）  （3）及び（4）　（略）

第５から第12まで　（現行のとおり） 第５から第12まで　（略）

附　則
　改正後のこの基準は、令和５年４月１日から適用する。

２から６まで　（現行のとおり） ２から６まで　（略）

前年度の業績・能
力総合評価がE
及びF以外

前年度の業績・能力
総合評価がE又はF

かつ
前々年度の業績・
能力総合評価が
Ｅ及びＦ以外

前年度の業績・能力
総合評価がE又はF

かつ
前々年度の業績・
能力総合評価が

Ｅ又はＦ

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

A
(10％以内)

B
(30％以内－

「A」)

C
(80％以内－
「A・B」)

D F

最下位

E

前年度の業績・能
力総合評価がE
及びF以外

前年度の業績・能
力総合評価がE

又はF

勤務の成績の区分 最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし

業 績 ・ 能 力
総 合 評 価
( 配 分 率 )

A
(10％以内)

B
(30％以内－

「A」)

C
(80％以内－
「A・B」)

FD

E
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【別紙１】 

 

「昇給に関する基準」（平成 18年３月 17日付 17人委任第 155号承認）について、下記のとおり改正する。 

記 

改 正 案 現  行 

  昇給に関する基準 

 

第１から第３まで （現行のとおり） 

 

第４ 昇給の決定 

１ （現行のとおり） 

 (1) （現行のとおり） 

 (2) （現行のとおり） 

 

 

 

 

(3) （現行のとおり） 

 

２から７まで （現行のとおり） 

 

第５から第１２まで （現行のとおり） 

 

附 則 

改正後のこの基準は、令和５年４月１日から適用する。 

昇給に関する基準 

 

第１から第３まで （略） 

 

第４ 昇給の決定 

１ （略） 

(1) （略） 

(2) （略） 

 

 

 

 

(3) （略） 

 

２から７まで （略） 

 

第５から第１２まで （略） 

 

 

 

   

Ｄ以下
[個評]

Ｄ以下
[個評]

前年度の個評が
Ｄ及びＥ以外

前年度の個評が
Ｄ又はＥ

勤務の成績の区分 最上位 上　位 中　位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし

評 価 結 果
( 分 布 率 )

A
(10％以内)

B
(30％以内－

「A」)

C
(95％以内－
「A・B」)

D

EＣ以上
[個評]

Ｄ以下
[個評]

Ｄ以下
[個評]

Ｄ以下
[個評]

前年度の個評が
Ｄ及びＥ以外

前年度の個評が
Ｄ又はＥ
かつ

前々年度の個評が
Ｄ及びＥ以外

前年度の個評が
Ｄ又はＥ
かつ

前々年度の個評が
Ｄ又はＥ

勤務の成績の区分 最上位 上　位 中　位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給

D

最下位

昇給なし

評 価 結 果
( 分 布 率 )

A
(10％以内)

B
(30％以内－

「A」)

C
(95％以内－
「A・B」)

EＣ以上
[個評]

【警視】
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別紙１ 

 

 昇給に関する基準（平成 18 年３月 17 日付 17 人委任第 155 号承認）新旧対照表（抄） 

改  正  案 現     行 

昇給に関する基準 

 

第１から第３まで （現行のとおり） 

 

第４ 昇給の決定 

１ 勤務の成績に基づく昇給の決定 

 ⑴ （現行のとおり） 

 ⑵ （現行のとおり） 

⑶ （現行のとおり） 

評定結果 

( 評定の 

調整率 ) 

Ａ 

(10％以

内) 

Ｂ 

（30％以内 

－｢Ａ｣） 

Ｃ 

(80％以内 

－｢Ａ・Ｂ｣) 

Ｄ 

Ｅ Ｃ以上 

〔絶対評価〕 

Ｄ 

〔絶対評価〕 

Ｄ 

〔絶対評価〕 

Ｄ 

〔絶対評価〕 

前年度の絶対評価

がＤ及びＥ以外 

前年度の絶対評価

がＤ又はＥかつ

前々年度の絶対評

価がＤ及びＥ以外 

前年度の絶対評価がＤ

又はＥかつ前々年度の

絶対評価がＤ又はＥ 

勤務の成

績の区分 

最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位 

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし 

 ⑷ （現行のとおり） 

２から６まで （現行のとおり） 

 

第５から第 12 まで （現行のとおり） 

 

附則 改正後のこの基準は、令和５年４月１日から適用する。 

 

昇給に関する基準 

 

第１から第３まで （略） 

 

第４ 昇給の決定 

１ 勤務の成績に基づく昇給の決定 

 ⑴ （略） 

 ⑵ （略） 

 ⑶ （略） 

評定結果 

( 評 定 の 

調 整 率 ) 

Ａ 

(10％以内) 

Ｂ 

（30％以内 

－｢Ａ｣） 

Ｃ 

(80％以内 

－｢Ａ・Ｂ｣) 

Ｄ 

Ｅ Ｃ以上 

〔絶対評価〕 

Ｄ 

〔絶対評価〕 

Ｄ 

〔絶対評価〕 

前年度の絶対評価

がＤ及びＥ以外 

前年度の絶対評

価がＤ又はＥ 

勤務の成

績の区分 

最上位 上位 中位 下位Ⅰ 下位Ⅱ 下位Ⅲ 最下位 

号 給 数 ６号給 ５号給 ４号給 ３号給 ２号給 １号給 昇給なし 

 ⑷ （略） 

２から６まで （略） 

 

第５から第 12 まで （略） 

 

 

【消防】
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「局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について」（平成23年３月24日付22人委任第131号承認）について、下記のとおり改正する。 

 

記 

 

改  正  案 現    行 

局長級職員の成績率の運用に関する要綱 

 

 

第１ （現行のとおり） 

 

（対象職員） 

第２ この要綱の対象となる職員は、職員の給与に関する条例（昭和２６年東京都条

例第７５号）第２１条の２第１項に規定する基準日(基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、

又は死亡した日の前日。）において規則第３条の４第１項第１号に掲げる職員であ

る者（以下「局長級職員」という。）及び同項第６号に掲げる職員である者（以下

「定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員」という。）とする。 

 

（局長級職員の成績率の内容） 

第３ 規則第３条の４第１項第１号に規定する成績率（以下「局長級職員の成績率」

という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 １００００分の１１０００超１００００分の１３１９９以下の範囲

で、支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(2) 中 位 １００００分の１０２３０超１００００分の１１０００以下の範囲

で、支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(3) 下 位 １００００分の９６８０ 

３ 前２項の規定にかかわらず、総務局長が別に定めるものの成績率は、１００００

分の１１０００とする。 

 

（定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員の成績率の内容） 

第４ 規則第３条の４第１項第６号に規定する成績率（以下「定年前再任用局長級職

員及び暫定再任用局長級職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位

の３段階とする。 

局長級職員の成績率の運用に関する要綱 

 

 

第１ （略） 

 

（対象職員） 

第２ この要綱の対象となる職員は、職員の給与に関する条例（昭和２６年東京都条

例第７５号）第２１条の２第１項に規定する基準日(基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、

又は死亡した日の前日。）において規則第３条の４第１項第１号に掲げる職員であ

る者（以下「局長級職員」という。）及び同項第６号に掲げる職員である者（以下

「再任用局長級職員」という。）とする。 

 

（局長級職員の成績率の内容） 

第３ 規則第３条の４第１項第１号に規定する局長級職員の成績率（以下「局長級職

員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階とする。 

２ （略） 

(1) 上 位 １００００分の１１５００超１００００分の１３７９９以下の範囲

で、支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(2) 中 位 １００００分の１０６９５超１００００分の１１５００以下の範囲

で、支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(3) 下 位 １００００分の１０１２０ 

３ 前２項の規定にかかわらず、総務局長が別に定めるものの成績率は、１００００

分の１１５００とする。 

 

（再任用局長級職員の成績率の内容） 

第４ 規則第３条の４第１項第６号に規定する再任用局長級職員の成績率（以下「再

任用局長級職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階とす

る。 

別 紙 
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２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 １００００分の５７５０超１００００分の６８９９以下の範囲で、支

給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(2) 中 位 １００００分の５３４７．５以上１００００分の５７５０以下の範囲

で、支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(3) 下 位 １００００分の５０６０ 

３ 前２項の規定にかかわらず、総務局長が別に定めるものの成績率は、１００００

分の５７５０とする。 

 

第５ （現行のとおり） 

 

（定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員の成績率の段階の決定） 

第６ 定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員の成績率の段階は、局長級

職員業績評価の最終評価に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用局長級職

員及び暫定再任用局長

級職員の成績率の段階 

基     準 

上  位 
成績率対象者である職員のうち、知事が定める３０％以内の

者 

中  位 上位及び下位以外の者 

下  位 局長級職員業績評価の最終評価がＢである者 

２ 知事は、成績率対象者である定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員

が２人又は３人の場合、前項の規定にかかわらず、局長級職員業績評価の最終評価

がＳ又はＡである者のうち１人を上位に決定することができる。 

３ 前二項の規定により決定された定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職

員の成績率の段階は、当該局長級職員業績評価の実施された年度の翌年度の６月及

び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

４ 知事は、他の任命権者に属する定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職

員の成績率段階について、速やかに各任命権者に通知するものとする。 

 

（局長級職員業績評価による評価がなされない者等の取扱い） 

第７ （現行のとおり） 

２ 定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員のうち、次の各号に掲げる者

の成績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

 (1) 局長級職員又は定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員でなかった

者（他の任命権者において局長級職員又は定年前再任用局長級職員及び暫定再任

２ （略） 

(1) 上 位 １００００分の６０００超１００００分の７１９９以下の範囲で、支

給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(2) 中 位 １００００分の５５８０以上１００００分の６０００以下の範囲で、

支給の都度知事が定め、支給日までに人事委員会へ報告する。 

(3) 下 位 １００００分の５２８０ 

３ 前２項の規定にかかわらず、総務局長が別に定めるものの成績率は、１００００

分の６０００とする。 

 

第５ （略） 

 

（再任用局長級職員の成績率の段階の決定） 

第６ 再任用局長級職員の成績率の段階は、局長級職員業績評価の最終評価に基づき、

次の表のとおりとする。 

再任用局長級職員の成

績率の段階 
基     準 

上  位 
成績率対象者である職員のうち、知事が定める３０％以内の

者 

中  位 上位及び下位以外の者 

下  位 局長級職員業績評価の最終評価がＢである者 

２ 知事は、成績率対象者である再任用局長級職員が２人又は３人の場合、前項の規

定にかかわらず、局長級職員業績評価の最終評価がＳ又はＡである者のうち１人を上

位に決定することができる。 

３ 前二項の規定により決定された再任用局長級職員の成績率の段階は、当該局長級

職員業績評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当につ

いて適用する。 

４ 知事は、他の任命権者に属する再任用局長級職員の成績率段階について、速やか

に各任命権者に通知するものとする。 

 

（局長級職員業績評価による評価がなされない者等の取扱い） 

第７ （略） 

２ 再任用局長級職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階については、当該

各号に定めるとおりとする。 

 (1) 局長級職員又は再任用局長級職員でなかった者（他の任命権者において局長級

職員又は再任用局長級職員でなかった者を含む。）で、局長級職員業績評価の評価
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用局長級職員でなかった者を含む。）で、局長級職員業績評価の評価基準日の翌

日以降に定年前再任用局長級職員及び暫定再任用局長級職員として採用された者

（公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第１０条第１項の

規定により採用された者で、局長級職員業績評価による評価がなされたものを除

く。)                                           中位 

 (2)  （現行のとおり） 

 (3) 前号に定めるほか、他の任命権者において局長級職員又は定年前再任用局長級職

員及び暫定再任用局長級職員であった者で、局長級職員業績評価の評価基準日の翌

日以降に採用された者                               採用前の評価により決定 

 (4) 前各号に定めるほか、特別な取扱いが必要であると知事が認める者    中位 

 

第８から第１０まで （現行のとおり） 

 

附 則 

この要綱は、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

 

基準日の翌日以降に再任用局長級職員として採用された者（公益的法人等への一

般職の地方公務員の派遣等に関する法律第１０条第１項の規定により採用された

者で、局長級職員業績評価による評価がなされたものを除く。)            中位 

 

 

 (2) （略） 

 (3) 前号に定めるほか、他の任命権者において局長級職員又は再任用局長級職員で

あった者で、局長級職員業績評価の評価基準日の翌日以降に採用された者 

                                             採用前の評価により決定 

 (4) 前各号に定めるほか、特別な取扱いが必要であると知事が認める者    中位            

 

第８から第１０まで （略） 
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【別紙３】 

「成績率の運用に関する要綱の制定について」（平成15年３月25日付14人委任第216号承認）について、下記のとおり改正する。 

記 

改正案 現行 

成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （現行のとおり） 

第３ （現行のとおり） 

(1)から(4)まで （現行のとおり）

(5) 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員 地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項の規定により採用

された職員である者及び地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員である者をいう。 

(6) 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員 規則第３条の４第

１項第７号に掲げる職員である者をいう。 

(7) 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理

等職員 規則第３条の４第１項第８号に掲げる職員（行政職給料表

（二）の適用を受ける職員を除く。）である者をいう。

(8) 定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定

再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員 規則第３条の

４第１項第８号に掲げる職員のうち行政職給料表（二）の適用を受け

る職員である者及び規則第３条の４第１項第９号に掲げる職員である

者をいう。 

(9)から(12)まで （現行のとおり）

成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （略） 

第３ （略） 

(1)から(4)まで （略）

(5) 再任用職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員である者をいう。 

(6) 再任用管理職員 規則第３条の４第１項第７号に掲げる職員である

者をいう。 

(7) 再任用行政系課長代理等職員 規則第３条の４第１項第８号に掲げ

る職員（行政職給料表（二）の適用を受ける職員を除く。）である者

をいう。 

(8) 再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員 規則第３条の４

第１項第８号に掲げる職員のうち行政職給料表（二）の適用を受ける

職員である者及び規則第３条の４第１項第９号に掲げる職員である者

をいう。 

(9)から(12)まで （略）

【知事】
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（行（一）５級等職員の成績率の内容） 

第４ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり）

(2) 上 位 （現行のとおり）

(3) 中 位 １００００分の１２７８７．５

(4) 下 位 １００００分の１２１００

(5) 最下位  （現行のとおり）

（行（一）４級等職員の成績率の内容） 

第５ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり）

(2) 上 位 （現行のとおり）

(3) 中 位(A) （現行のとおり）

(4) 中 位(B) １００００分の１１９８５

(5) 下 位 １００００分の１１３４７．５

(6) 最下位 （現行のとおり）

（行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

第６ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり）

(2) 上 位 （現行のとおり）

(3) 中 位 １００００分の１０２１２．５

(4) 下 位 １００００分の９５６７．５

(5) 対象外 １００００分の１０７５０

（行政系主任級以下及び技能系等職員の成績率の内容） 

（行（一）５級等職員の成績率の内容） 

第４ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略）

(2) 上 位 （略）

(3) 中 位 １００００分の１３２５２．５

(4) 下 位 １００００分の１２５４０

(5) 最下位  （略）

（行（一）４級等職員の成績率の内容） 

第５ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略）

(2) 上 位 （略）

(3) 中 位(A) （略）

(4) 中 位(B) １００００分の１２４５５

(5) 下 位 １００００分の１１７９２．５

(6) 最下位 （略）

（行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

第６ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略）

(2) 上 位 （略）

(3) 中 位 １００００分の１０６８７．５

(4) 下 位 １００００分の１００１２．５

(5) 対象外 １００００分の１１２５０

（行政系主任級以下及び技能系等職員の成績率の内容） 
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第７ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり）

(2) 中 位 １００００分の１０３２０

(3) 下 位 １００００分の９６７５

(4) 対象外 １００００分の１０７５０

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第７号に規定する成績率（以下単に「定年前

再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率」という。）の段階

は、上位、中位及び下位の３段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり）

(2) 中 位 １００００分の５８７５

(3) 下 位 １００００分の５５６２．５

（定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員の成績率の内容） 

第９ 規則第３条の４第１項第８号に規定する成績率（定年前再任用行政

系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員に係るもの。以

下単に「定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長

代理等職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに

対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり）

(2) 中 位 １００００分の４９８７．５

(3) 下 位 １００００分の４６７２．５

(4) 対象外 １００００分の５２５０

第７ （略） 

２ （略） 

(1) 上 位 （略）

(2) 中 位 １００００分の１０８００

(3) 下 位 １００００分の１０１２５

(4) 対象外 １００００分の１１２５０

（再任用管理職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第７号に規定する成績率（以下単に「再任用

管理職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階

とする。 

２ （略） 

(1) 上 位 （略）

(2) 中 位 １００００分の６１１０

(3) 下 位 １００００分の５７８５

（再任用行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

第９ 規則第３条の４第１項第８号に規定する成績率（再任用行政系課長

代理等職員に係るもの。以下単に「再任用行政系課長代理等職員の成績

率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階と

する。 

２ （略） 

(1) 上 位 （略）

(2) 中 位 １００００分の５２２５

(3) 下 位 １００００分の４８９５

(4) 対象外 １００００分の５５００
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（定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任

用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の内容） 

第１０ 規則第３条の４第１項第８号及び第９号に規定する成績率（定年

前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員に

係るものを除く。以下単に「定年前再任用行政系主任級以下、定年前再

任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系

等職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象

外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり）

(2) 中 位 １００００分の５０４０

(3) 下 位 １００００分の４７２５

(4) 対象外 １００００分の５２５０

第１１から第１４まで （現行のとおり） 

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階

は、職務記録における業績・能力総合評価の最終評価に基づき、次の表

のとおりとする。 

定年前再任用管理職

員及び暫定再任用管

理職員の成績率の段

階 

基 準 

上 位 
定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の

うち、局長が定める３０％程度の者 

中 位 上位及び下位以外の者 

（再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の内容） 

第１０ 規則第３条の４第１項第８号及び第９号に規定する成績率（再任

用行政系課長代理等職員に係るものを除く。以下単に「再任用行政系主

任級以下及び再任用技能系等職員の成績率」という。）の段階は、上

位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （略） 

(1) 上 位 （略）

(2) 中 位 １００００分の５２８０

(3) 下 位 １００００分の４９５０

(4) 対象外 １００００分の５５００

第１１から第１４まで （略） 

（再任用管理職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 再任用管理職員の成績率の段階は、職務記録における業績・能力

総合評価の最終評価に基づき、次の表のとおりとする。 

再任用管理職員の成

績率の段階 
基 準 

上 位 
再任用管理職員のうち、局長が定める３０％程度

の者 

中 位 上位及び下位以外の者 
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下 位 
定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の

うち、局長が下位と認める者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用管理職員及び暫定再任用管

理職員の成績率の段階は、当該職務記録の実施された年度の翌年度の６

月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

（定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員の成績率の段階の決定） 

第１６ 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代

理等職員の成績率の段階は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のと

おりとする。 

定年前再任用行政系

課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課

長代理等職員の成績

率の段階 

基 準 

上 位 

定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任

用行政系課長代理等職員（対象外に該当する者を

除く。）のうち、局長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定（地方公務

員法第２３条の２第２項の規定に基づき他の任命

権者が定める人事評価による評定を含む。）がな

されない者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用行政系課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実

下 位 再任用管理職員のうち、局長が下位と認める者 

２ 前項の規定により決定された再任用管理職員の成績率の段階は、当該

職務記録の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手

当について適用する。 

（再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階の決定） 

第１６ 再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階は、業績評価の評定

結果に基づき、次の表のとおりとする。 

再任用行政系課長代

理等職員の成績率の

段階 基 準 

上 位 

再任用行政系課長代理等職員（対象外に該当する

者を除く。）のうち、局長が定める４０％程度の

者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定（地方公務

員法第２３条の２第２項の規定に基づき他の任命

権者が定める人事評価による評定を含む。）がな

されない者 

２ 前項の規定により決定された再任用行政系課長代理等職員の成績率の

段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支
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施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適

用する。 

（定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任

用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階の決定） 

第１７ 定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫

定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階

は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用行政系

主任級以下、定年前

再任用技能系等職

員、暫定再任用行政

系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職

員の成績率の段階 

基 準 

上 位 

定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技

能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職員（対象外に該当する者を除

く。）のうち、局長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定（地方公務

員法第２３条の２第２項の規定に基づき他の任命

権者が定める人事評価による評定を含む。）がな

されない者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用行政系主任級以下、定年前

再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能

給する勤勉手当について適用する。 

（再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階の決

定） 

第１７ 再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階

は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

再任用行政系主任以

下及び再任用技能系

等職員の成績率の段

階 基 準 

上 位 

再任用行政系主任以下及び再任用技能系等職員

（対象外に該当する者を除く。）のうち、局長が

定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定（地方公務

員法第２３条の２第２項の規定に基づき他の任命

権者が定める人事評価による評定を含む。）がな

されない者 

２ 前項の規定により決定された再任用行政系主任級以下及び再任用技能

系等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の
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系等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の

６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

（職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 

第１８ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

３ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のうち、次の各号に掲

げる者の成績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者（他

の任命権者において定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員

でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用

されたもの（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者で、定

年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員として職務記録による

評定がなされたものを除く。）       中位 

(2) （現行のとおり）

(3) 前号に定めるほか、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職

員であった者（他の任命権者において定年前再任用短時間勤務職員及

び暫定再任用職員であった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の

翌日以降に上位又は下位の職に採用されたもの 

ア 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員でなかった者（他

の任命権者において定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員

でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に定

年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員として採用されたもの 

 中位 

イ （現行のとおり）

(4) 前二号に定めるほか、他の任命権者において定年前再任用管理職員

及び暫定再任用管理職員であった者で、職務記録の評定基準日の翌日

以降に採用されたもの     採用前の評定により決定 

(5) （現行のとおり）

６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

（職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 

第１８ （略） 

２ （略） 

３ 再任用管理職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階について

は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 再任用職員でなかった者（他の任命権者において再任用職員でなか

った者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用された

もの（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者で、再任用職

員として職務記録による評定がなされたものを除く。）    中位 

(2) （略）

(3) 前号に定めるほか、再任用職員であった者（他の任命権者において

再任用職員であった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以

降に上位又は下位の職に採用されたもの 

ア 再任用管理職員でなかった者（他の任命権者において再任用管理

職員でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降

に再任用管理職員として採用されたもの     中位 

イ （略）

(4) 前二号に定めるほか、他の任命権者において再任用管理職員であっ

た者で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用されたもの 

採用前の評定により決定 

(5) （略）
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（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （現行のとおり） 

２ 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等

職員並びに定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職

員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員のうち、

次の各号に掲げる者の成績率の段階については、当該各号に定めるとお

りとする。 

(1) （現行のとおり）

ア （現行のとおり）

イ アに定めるもののうち、業績評価の評定基準日において行政系課

長代理等職員であって、採用前の個別評定書による評定が最上位で

あり、定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課

長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技

能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等

職員として採用された者 上位 

ウ （現行のとおり）

(2) 前号に定めるほか、業績評価の評定基準日において定年前再任用短

時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者（他の任命権者におい

て定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者を含

む。）で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年前再任用短時間勤

務職員及び暫定再任用職員として採用されたもの 

ア 業績評価の評定基準日において行（一）５級等職員及び行（一）

４級等職員であった者で、定年前再任用行政系課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級以

下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び

暫定再任用技能系等職員として採用されたもの  中位 

イ 業績評価の評定基準日において行政系課長代理等職員であって、

採用前の業績評価による評定により最上位に決定された者で、定年

（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （略） 

２ 再任用行政系課長代理等職員並びに再任用行政系主任級以下及び再任

用技能系等職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階について

は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) （略）

ア （略）

イ アに定めるもののうち、業績評価の評定基準日において行政系課

長代理等職員であって、採用前の個別評定書による評定が最上位で

あり、再任用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及

び再任用技能系等職員として採用された者      上位 

ウ （略）

(2) 前号に定めるほか、業績評価の評定基準日において再任用職員でな

かった者（他の任命権者において再任用職員でなかった者を含む。）

で、業績評価の評定基準日の翌日以降に再任用職員として採用された

もの 

ア 業績評価の評定基準日において行（一）５級等職員及び行（一）

４級等職員であった者で、再任用行政系課長代理等職員又は再任用

行政系主任級以下及び再任用技能系等職員として採用されたもの

 中位 

イ 業績評価の評定基準日において行政系課長代理等職員であって、

採用前の業績評価による評定により最上位に決定された者で、再任
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前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員又は定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職

員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員とし

て採用されたもの            上位 

ウ （現行のとおり）

(3) 一号に定めるほか、業績評価の評定基準日において定年前再任用短

時間勤務職員及び暫定再任用職員であった者（他の任命権者において

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員であった者を含

む。）で、業績評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位の職に引

き続き採用されたもの 

ア 業績評価の評定基準日において定年前再任用管理職員及び暫定再

任用管理職員であった者で、定年前再任用行政系課長代理等職員及

び暫定再任用行政系課長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級

以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及

び暫定再任用技能系等職員として採用されたもの  中位 

イ （現行のとおり）

(4) 一号及び三号に定めるほか、業績評価の評定基準日に他の任命権者

において定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課

長代理等職員であった者で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年

前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員

として採用されたもの及び業績評価の評定基準日に他の任命権者にお

いて定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫

定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員であった者

で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年前再任用行政系主任級以

下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職員として採用されたもの 

業績評価による評定により決定 

(5) （現行のとおり）

用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及び再任用技

能系等職員として採用されたもの       上位 

ウ （略）

(3) 一号に定めるほか、業績評価の評定基準日において再任用職員であ

った者（他の任命権者において再任用職員であった者を含む。）で、

業績評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位の職に引き続き採用

されたもの 

ア 業績評価の評定基準日において再任用管理職員であった者で、再

任用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及び再任用

技能系等職員として採用されたもの       中位 

イ （略）

(4) 一号及び三号に定めるほか、業績評価の評定基準日に他の任命権者

において再任用行政系課長代理等職員であった者で、業績評価の評定

基準日の翌日以降に再任用行政系課長代理等職員として採用されたも

の及び業績評価の評定基準日に他の任命権者において再任用行政系主

任級以下及び再任用技能系等職員であった者で、業績評価の評定基準

日の翌日以降に再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員とし

て採用されたもの      業績評価による評定により決定 

(5) （略）
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（成績率の段階の本人告知） 

第２０ 第１次評定者は、行政系課長代理等職員、行政系主任級以下及び

技能系等職員、定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員、定年前

再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員並び

に定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再

任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階が最

上位、上位又は下位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績

率の段階を告知しなければならない。 

２ （現行のとおり） 

第２１及び第２２ （現行のとおり） 

附 則 

１ この要綱は、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

２ 令和５年度に支給する勤勉手当に限り、旧地方公務員法再任用職員

（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）による

改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１

項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員をいう。）は、職員の勤勉手当に関する規則の一

部を改正する規則（令和４年東京都規則第１３３号）附則第２項に規定

する採用された職員とみなして、改正後の要綱の規定を適用する。 

（成績率の段階の本人告知） 

第２０ 第１次評定者は、行政系課長代理等職員、行政系主任級以下及び

技能系等職員、再任用管理職員、再任用行政系課長代理等職員並びに再

任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階が最上

位、上位又は下位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率

の段階を告知しなければならない。 

２ （略） 

第２１及び第２２ （略） 
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成績率の運用に関する要綱（平成15年３月25日付14人委任第216号承認）について、下記のとおり改正する。 

 

記 

 

改正案 現行 

成績率の運用に関する要綱 

 

第１及び第２ （現行のとおり） 

 

第３ （現行のとおり） 

(1)から(4)まで （現行のとおり） 

(5) 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員 地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項の規定により採用

された職員である者及び地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員である者をいう。 

(6) 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員 規則第３条の４第

１項第７号に掲げる職員及び学校規則第３条の４第１項第４号に掲げ

る職員である者をいう。 

(7) 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理

等職員 規則第３条の４第１項第８号に掲げる職員（行政職給料表

（二）の適用を受ける職員を除く。）及び学校規則第３条の４第１項

第５号に掲げる職員である者をいう。 

(8) 定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定

再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員 規則第３条の

４第１項第８号に掲げる職員のうち行政職給料表（二）の適用を受け

る職員である者、規則第３条の４第１項第９号に掲げる職員及び学校

規則第３条の４第１項第６号に掲げる職員である者をいう。 

成績率の運用に関する要綱 

 

第１及び第２ （略） 

 

第３ （略） 

(1)から(4)まで （略） 

(5) 再任用職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員である者をいう。 

  

 

(6) 再任用管理職員 規則第３条の４第１項第７号に掲げる職員及び学

校規則第３条の４第１項第４号に掲げる職員である者をいう。 

 

(7) 再任用行政系課長代理等職員 規則第３条の４第１項第８号に掲げ

る職員（行政職給料表（二）の適用を受ける職員を除く。）及び学校

規則第３条の４第１項第５号に掲げる職員である者をいう。 

 

(8) 再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員 規則第３条の４

第１項第８号に掲げる職員のうち行政職給料表（二）の適用を受ける

職員である者、規則第３条の４第１項第９号に掲げる職員及び学校規

則第３条の４第１項第６号に掲げる職員である者をいう。 

 

別紙１ 

【教育・行政系】
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(9)から(11)まで （現行のとおり） 

 

（行（一）５級等職員の成績率の内容） 

第４ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり） 

(2) 上 位 （現行のとおり） 

(3) 中 位 １００００分の１２７８７．５ 

(4) 下 位 １００００分の１２１００ 

(5) 最下位  （現行のとおり） 

 

（行（一）４級等職員の成績率の内容） 

第５ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり） 

(2) 上 位 （現行のとおり） 

(3) 中 位(A) （現行のとおり） 

(4) 中 位(B) １００００分の１１９８５ 

(5) 下 位 １００００分の１１３４７．５ 

(6) 最下位 （現行のとおり） 

 

（行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

第６ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 最上位 （現行のとおり） 

(2) 上 位 （現行のとおり） 

(3) 中 位 １００００分の１０２１２．５ 

(4) 下 位 １００００分の９５６７．５ 

(5) 対象外 １００００分の１０７５０ 

(9)から(11)まで （略） 

 

（行（一）５級等職員の成績率の内容） 

第４ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略） 

(2) 上 位 （略） 

(3) 中 位 １００００分の１３２５２．５ 

(4) 下 位 １００００分の１２５４０ 

(5) 最下位  （略） 

 

（行（一）４級等職員の成績率の内容） 

第５ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略） 

(2) 上 位 （略） 

(3) 中 位(A) （略） 

(4) 中 位(B) １００００分の１２４５５ 

(5) 下 位 １００００分の１１７９２．５ 

(6) 最下位 （略） 

 

（行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

第６ （略） 

２ （略） 

(1) 最上位 （略） 

(2) 上 位 （略） 

(3) 中 位 １００００分の１０６８７．５ 

(4) 下 位 １００００分の１００１２．５ 

(5) 対象外 １００００分の１１２５０ 
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（行政系主任級以下及び技能系等職員の成績率の内容） 

第７ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり） 

(2) 中 位 １００００分の１０３２０ 

(3) 下 位 １００００分の９６７５ 

(4) 対象外 １００００分の１０７５０ 

 

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第７号及び学校規則第３条の４第１項第４号

に規定する成績率（以下単に「定年前再任用管理職員及び暫定再任用管

理職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階と

する。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり） 

(2) 中 位 １００００分の５８７５ 

(3) 下 位 １００００分の５５６２．５ 

 

（定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員の成績率の内容） 

第９ 規則第３条の４第１項第８号及び学校規則第３条の４第１項第５号

に規定する成績率（定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用

行政系課長代理等職員に係るもの。以下単に「定年前再任用行政系課長

代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員の成績率」という。）

の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり） 

(2) 中 位 １００００分の４９８７．５ 

 

（行政系主任級以下及び技能系等職員の成績率の内容） 

第７ （略） 

２ （略） 

(1) 上 位 （略） 

(2) 中 位 １００００分の１０８００ 

(3) 下 位 １００００分の１０１２５ 

(4) 対象外 １００００分の１１２５０ 

 

（再任用管理職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第７号及び学校規則第３条の４第１項第４号

に規定する成績率（以下単に「再任用管理職員の成績率」という。）の

段階は、上位、中位及び下位の３段階とする。 

 

２ （略） 

(1) 上 位 （略） 

(2) 中 位 １００００分の６１１０ 

(3) 下 位 １００００分の５７８５ 

 

（再任用行政系課長代理等職員の成績率の内容） 

 

第９ 規則第３条の４第１項第８号及び学校規則第３条の４第１項第５号

に規定する成績率（再任用行政系課長代理等職員に係るもの。以下単に

「再任用行政系課長代理等職員の成績率」という。）の段階は、上位、

中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

 

２ （略） 

(1) 上 位 （略） 

(2) 中 位 １００００分の５２２５ 
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(3) 下 位 １００００分の４６７２．５ 

(4) 対象外 １００００分の５２５０ 

 

（定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任

用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の内容） 

第１０ 規則第３条の４第１項第８号及び第９号並びに学校規則第３条の

４第１項第６号に規定する成績率（定年前再任用行政系課長代理等職員

及び暫定再任用行政系課長代理等職員に係るものを除く。以下単に「定

年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用

行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率」という。）の

段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

(1) 上 位 （現行のとおり） 

(2) 中 位 １００００分の５０４０ 

(3) 下 位 １００００分の４７２５ 

(4) 対象外 １００００分の５２５０ 

 

第１１から第１４まで （現行のとおり） 

 

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階

は、職務記録における業績・能力総合評価の最終評価に基づき、次の表

のとおりとする。 

定年前再任用管理職

員及び暫定再任用管

理職員の成績率の段

階 

基        準 

上  位 
定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の

うち、教育長が定める３０％程度の者 

(3) 下 位 １００００分の４８９５ 

(4) 対象外 １００００分の５５００ 

 

（再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の内容） 

 

第１０ 規則第３条の４第１項第８号及び第９号並びに学校規則第３条の

４第１項第６号に規定する成績率（再任用行政系課長代理等職員に係る

ものを除く。以下単に「再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職

員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の

４段階とする。 

 

２ （略） 

(1) 上 位 （略） 

(2) 中 位 １００００分の５２８０ 

(3) 下 位 １００００分の４９５０ 

(4) 対象外 １００００分の５５００ 

 

第１１から第１４まで （略） 

 

（再任用管理職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 再任用管理職員の成績率の段階は、職務記録における業績・能力

総合評価の最終評価に基づき、次の表のとおりとする。 

 

再任用管理職員の成

績率の段階 

 

 

基        準 

上  位 
再任用管理職員のうち、教育長が定める３０％程

度の者 
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中  位 上位及び下位以外の者 

下  位 
定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の

うち、教育長が下位と認める者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用管理職員及び暫定再任用管

理職員の成績率の段階は、当該職務記録の実施された年度の翌年度の６

月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

 

（定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員の成績率の段階の決定） 

第１６ 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代

理等職員の成績率の段階は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のと

おりとする。 

定年前再任用行政系

課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課

長代理等職員の成績

率の段階 

基        準 

上 位 

定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任

用行政系課長代理等職員（対象外に該当する者を

除く。）のうち、教育長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定がなされな

い者（地方公務員法第２３条の２第２項の規定に

基づき他の任命権者が定める人事評価による評定

を含む。） 

中  位 上位及び下位以外の者 

下  位 再任用管理職員のうち、教育長が下位と認める者 

２ 前項の規定により決定された再任用管理職員の成績率の段階は、当該

職務記録の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手

当について適用する。 

 

（再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階の決定） 

 

第１６ 再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階は、業績評価の評定

結果に基づき、次の表のとおりとする。 

 

再任用行政系課長代

理等職員の成績率の

段階 

 

 

基        準 

上 位 

再任用行政系課長代理等職員（対象外に該当する

者を除く。）のうち、教育長が定める４０％程度

の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定がなされな

い者（地方公務員法第２３条の２第２項の規定に

基づき他の任命権者が定める人事評価による評定

を含む。） 
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２ 前項の規定により決定された定年前再任用行政系課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課長代理等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実

施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適

用する。 

 

（定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任

用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階の決定） 

第１７ 定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫

定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階

は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用行政系

主任級以下、定年前

再任用技能系等職

員、暫定再任用行政

系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職

員の成績率の段階 

基        準 

上 位 

定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技

能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職員（対象外に該当する者を除

く。）のうち、教育長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定がなされな

い者（地方公務員法第２３条の２第２項の規定に

基づき他の任命権者が定める人事評価による評定

を含む。） 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用行政系主任級以下、定年前

２ 前項の規定により決定された再任用行政系課長代理等職員の成績率の

段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支

給する勤勉手当について適用する。 

 

 

（再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階の決

定） 

第１７ 再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階

は、業績評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

 

再任用行政系主任以

下及び再任用技能系

等職員の成績率の段

階 

 

 

 

基        準 

上 位 

再任用行政系主任以下及び再任用技能系等職員

（対象外に該当する者を除く。）のうち、教育長

が定める４０％程度の者 

 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
業績評価の第１次評定及び最終評定の総合評定が

いずれも最下位の者 

対 象 外 

育児休業を理由に業績評価による評定がなされな

い者（地方公務員法第２３条の２第２項の規定に

基づき他の任命権者が定める人事評価による評定

を含む。） 

２ 前項の規定により決定された再任用行政系主任級以下及び再任用技能
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再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能

系等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の

６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

 

（職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 

第１８ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

３ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のうち、次の各号に掲

げる者の成績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者（他

の任命権者において定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員

でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用

されたもの（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者で、定

年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員として職務記録による

評定がなされたものを除く。）       中位 

(2) （現行のとおり） 

(3) 前号に定めるほか、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職

員であった者（他の任命権者において定年前再任用短時間勤務職員及

び暫定再任用職員であった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の

翌日以降に上位又は下位の職に採用されたもの 

ア 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員でなかった者（他

の任命権者において定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員

でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に定

年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員として採用されたもの 

           中位 

イ （現行のとおり） 

(4) 前二号に定めるほか、他の任命権者において定年前再任用管理職員

及び暫定再任用管理職員であった者で、職務記録の評定基準日の翌日

以降に採用されたもの     採用前の評定により決定 

系等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の

６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

 

 

（職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 

第１８ （略） 

２ （略） 

３ 再任用管理職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階について

は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 再任用職員でなかった者（他の任命権者において再任用職員でなか

った者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用された

もの（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者で、再任用職

員として職務記録による評定がなされたものを除く。）    中位 

 

 

(2) （略） 

(3) 前号に定めるほか、再任用職員であった者（他の任命権者において

再任用職員であった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以

降に上位又は下位の職に採用されたもの 

 

ア 再任用管理職員でなかった者（他の任命権者において再任用管理

職員でなかった者を含む。）で、職務記録の評定基準日の翌日以降

に再任用管理職員として採用されたもの     中位 

 

 

イ （略） 

(4) 前二号に定めるほか、他の任命権者において再任用管理職員であっ

た者で、職務記録の評定基準日の翌日以降に採用されたもの 

       採用前の評定により決定 
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(5) （現行のとおり） 

 

（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （現行のとおり） 

(1)から(3)まで （現行のとおり） 

 (4) 地方公務員法第２２条の３第１項、地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項第２号又は職員の配偶

者同行休業に関する条例（平成２６年東京都条例第１４８号）第９条の

規定により臨時的に任用された者              対象外 

 (5)  （現行のとおり） 

２ 定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等

職員並びに定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職

員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員のうち、

次の各号に掲げる者の成績率の段階については、当該各号に定めるとお

りとする。 

(1) （現行のとおり） 

ア （現行のとおり） 

イ アに定めるもののうち、業績評価の評定基準日において行政系課

長代理等職員であって、採用前の個別評定書による評定が最上位で

あり、定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課

長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技

能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等

職員として採用された者           上位 

ウ （現行のとおり） 

(2) 前号に定めるほか、業績評価の評定基準日において定年前再任用短

時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者（他の任命権者におい

て定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者を含

む。）で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年前再任用短時間勤

務職員及び暫定再任用職員として採用されたもの 

(5) （略） 

 

（業績評価による評定がなされない者等の取扱い） 

第１９ （略） 

(1)から(3)まで （略） 

  

 

 

 

(4)  （略） 

２ 再任用行政系課長代理等職員並びに再任用行政系主任級以下及び再任

用技能系等職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階について

は、当該各号に定めるとおりとする。 

 

 

(1) （略） 

ア （略） 

イ アに定めるもののうち、業績評価の評定基準日において行政系課

長代理等職員であって、採用前の個別評定書による評定が最上位で

あり、再任用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及

び再任用技能系等職員として採用された者      上位 

 

 

ウ （略） 

(2) 前号に定めるほか、業績評価の評定基準日において再任用職員でな

かった者（他の任命権者において再任用職員でなかった者を含む。）

で、業績評価の評定基準日の翌日以降に再任用職員として採用された

もの 
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ア 業績評価の評定基準日において行（一）５級等職員及び行（一）

４級等職員であった者で、定年前再任用行政系課長代理等職員及び

暫定再任用行政系課長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級以

下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び

暫定再任用技能系等職員として採用されたもの     中位 

イ 業績評価の評定基準日において行政系課長代理等職員であって、

採用前の業績評価による評定により最上位に決定された者で、定年

前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職

員又は定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職

員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員とし

て採用されたもの                    上位 

ウ （現行のとおり） 

(3) 一号に定めるほか、業績評価の評定基準日において定年前再任用短

時間勤務職員及び暫定再任用職員であった者（他の任命権者において

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員であった者を含

む。）で、業績評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位の職に引

き続き採用されたもの 

ア 業績評価の評定基準日において定年前再任用管理職員及び暫定再

任用管理職員であった者で、定年前再任用行政系課長代理等職員及

び暫定再任用行政系課長代理等職員又は定年前再任用行政系主任級

以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及

び暫定再任用技能系等職員として採用されたもの     中位 

イ （現行のとおり） 

(4) 一号及び三号に定めるほか、業績評価の評定基準日に他の任命権者

において定年前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課

長代理等職員であった者で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年

前再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員

として採用されたもの及び業績評価の評定基準日に他の任命権者にお

いて定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫

ア 業績評価の評定基準日において行（一）５級等職員及び行（一）

４級等職員であった者で、再任用行政系課長代理等職員又は再任用

行政系主任級以下及び再任用技能系等職員として採用されたもの

           中位 

 

イ 業績評価の評定基準日において行政系課長代理等職員であって、

採用前の業績評価による評定により最上位に決定された者で、再任

用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及び再任用技

能系等職員として採用されたもの       上位 

 

 

ウ （略） 

(3) 一号に定めるほか、業績評価の評定基準日において再任用職員であ

った者（他の任命権者において再任用職員であった者を含む。）で、

業績評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位の職に引き続き採用

されたもの 

 

ア 業績評価の評定基準日において再任用管理職員であった者で、再

任用行政系課長代理等職員又は再任用行政系主任級以下及び再任用

技能系等職員として採用されたもの       中位 

 

 

イ （略） 

(4) 一号及び三号に定めるほか、業績評価の評定基準日に他の任命権者

において再任用行政系課長代理等職員であった者で、業績評価の評定

基準日の翌日以降に再任用行政系課長代理等職員として採用されたも

の及び業績評価の評定基準日に他の任命権者において再任用行政系主

任級以下及び再任用技能系等職員であった者で、業績評価の評定基準

日の翌日以降に再任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員とし
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定再任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員であった者

で、業績評価の評定基準日の翌日以降に定年前再任用行政系主任級以

下、定年前再任用技能系等職員、暫定再任用行政系主任級以下及び暫

定再任用技能系等職員として採用されたもの   

           業績評価による評定により決定 

(5) （現行のとおり） 

 

（成績率の段階の本人告知） 

第２０ 第１次評定者は、行政系課長代理等職員、行政系主任級以下及び

技能系等職員、定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員、定年前

再任用行政系課長代理等職員及び暫定再任用行政系課長代理等職員並び

に定年前再任用行政系主任級以下、定年前再任用技能系等職員、暫定再

任用行政系主任級以下及び暫定再任用技能系等職員の成績率の段階が最

上位、上位又は下位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績

率の段階を告知しなければならない。 

２ （現行のとおり） 

 

第２１及び第２２ （現行のとおり） 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

２ 令和５年度に支給する勤勉手当に限り、旧地方公務員法再任用職員

（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）による

改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１

項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員をいう。）は、職員の勤勉手当に関する規則の一

部を改正する規則（令和４年東京都規則第１３３号）附則第２項に規定

する採用された職員とみなして、改正後の要綱の規定を適用する。 

て採用されたもの      業績評価による評定により決定 

 

 

 

 

(5) （略） 

 

（成績率の段階の本人告知） 

第２０ 第１次評定者は、行政系課長代理等職員、行政系主任級以下及び

技能系等職員、再任用管理職員、再任用行政系課長代理等職員並びに再

任用行政系主任級以下及び再任用技能系等職員の成績率の段階が最上

位、上位又は下位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率

の段階を告知しなければならない。 

 

 

２ （略） 

 

第２１及び第２２ （略） 
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別紙２ 

教育職員等の成績率の運用に関する要綱（平成８年３月29日付７人委任第223号承認）について、下記のとおり改正する。 

 

記 

 
改 正 案 現  行 

教育職員等の成績率の運用に関する要綱 

 

第１及び第２ （現行のとおり） 
 
第３ （現行のとおり） 

(1)から(3)まで （現行のとおり） 
 ⑷ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員 地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の４第１項の規定により採用された職員である者及

び地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１

項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第

９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定により採用さ

れた職員である者をいう。 

 

⑸ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員 規則第３条の４第１項第４

号に掲げる職員である者をいう。 

⑹ 定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職員 規則第３

条の４第１項第５号に掲げる職員である者をいう。 

⑺ 定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員  規則第３条の４第

１項第６号に掲げる職員である者をいう。 
  (8)から(11)まで （現行のとおり） 

 

 

（教育５級等職員の成績率の内容） 

第４ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴  最上位 （現行のとおり） 

⑵  上 位 （現行のとおり） 

⑶  中 位 １００００分の１１９８５ 

⑷  下 位 １００００分の１１３４７．５ 

教育職員等の成績率の運用に関する要綱 

 

第１及び第２ （略） 
 
第３ （略） 

(1)から(3)まで （略） 
⑷ 再任用職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員である者をいう。 

 

 

 

 

⑸ 再任用教育管理職員 規則第３条の４第１項第４号に掲げる職員である者をい

う。 

⑹ 再任用教育監督職等職員 規則第３条の４第１項第５号に掲げる職員である者

をいう。 

⑺ 再任用教育一般職員 規則第３条の４第１項第６号に掲げる職員である者をい

う。 

  (8)から(11)まで （略） 

 

 

（教育５級等職員の成績率の内容） 

第４ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略） 

⑵ 上 位 （略） 

⑶ 中 位 １００００分の１２４５５ 

⑷ 下 位 １００００分の１１７９２．５ 

 

【教員】
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⑸  最下位 （現行のとおり） 

（教育監督職等職員の成績率の内容） 

第５ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴  最上位 （現行のとおり） 

⑵  上 位 （現行のとおり） 

⑶  中 位 １００００分の１０２１２．５ 

⑷  下 位 １００００分の９５６７．５ 

⑸  対象外 １００００分の１０７５０ 

 

（教育一般職員の成績率の内容） 

第６ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ 上 位 （現行のとおり） 

⑵ 中 位 １００００分の１０３２０ 

⑶ 下 位 １００００分の９６７５ 

⑷  対象外 １００００分の１０７５０ 

 

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の内容） 

第７ 規則第３条の４第１項第４号に規定する成績率（以下単に「定年前再任用管理

職員及び暫定再任用管理職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位

の３段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴   上 位 （現行のとおり） 

⑵   中 位 １００００分の５８７５ 

⑶   下 位 １００００分の５５６２．５ 

 

（定年前再任用育監督職等職員及び暫定再任用育監督職等職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第５号に規定する成績率（以下単に「定年前再任用育監

督職等職員及び暫定再任用育監督職等職員の成績率」という。）の段階は、上位、

中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴   上 位 （現行のとおり） 

⑵   中 位 １００００分の４９８７．５ 

⑸ 最下位 （略） 

（教育監督職等職員の成績率の内容） 

第５ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略） 

⑵ 上 位 （略） 

⑶  中 位 １００００分の１０６８７．５ 

⑷  下 位 １００００分の１００１２．５ 

⑸  対象外 １００００分の１１２５０ 

 

（教育一般職員の成績率の内容） 

第６ （略） 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵  中 位 １００００分の１０８００ 

⑶  下 位 １００００分の１０１２５ 

⑷  対象外 １００００分の１１２５０ 

 

（再任用教育管理職員の成績率の内容） 

第７ 規則第３条の４第１項第４号に規定する成績率（以下単に「再任用教育管理職

員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階とする。 

 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵  中 位 １００００分の６１１０ 

⑶  下 位 １００００分の５７８５ 

 

（再任用教育監督職等職員の成績率の内容） 

第８ 規則第３条の４第１項第５号に規定する成績率（以下単に「再任用教育監督職

等職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階と

する。 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵  中 位 １００００分の５２２５ 
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⑶   下 位 １００００分の４６７２．５ 

⑷  対象外 １００００分の５２５０ 

 

（定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員の成績率の内容再任用教

育一般職員の成績率の内容） 

第９ 規則第３条の４第１項第６号に規定する成績率（以下単に「定年前再任用教育

一般職員及び暫定再任用教育一般職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位

及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴  上 位 （現行のとおり） 

⑵   中 位 １００００分の５０４０ 

⑶  下 位 １００００分の４７２５ 

⑷  対象外 １００００分の５２５０ 

 

第１０から１２まで （現行のとおり） 

 

（定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階の決定） 

第１３ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階は、業績評定

の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

なお、区市町村立学校の定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率

の段階は、区市町村教育委員会の内申を受けて教育委員会が決定する。 

定年前再任用管理職員

及び暫定再任用管理職

員の成績率の段階 

基        準 

上 位 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のう

ち、教育長が定める３０％程度の者 

中 位 上位及び下位以外の者 

下 位 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のう

ち、教育長が下位と認める者 
 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の

成績率の段階は、当該業績評定の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給

する勤勉手当について適用する。 

⑶  下 位 １００００分の４８９５ 

⑷ 対象外 １００００分の５５００ 

 

（再任用教育一般職員の成績率の内容） 

 

第９ 規則第３条の４第１項第６号に規定する成績率（以下単に「再任用教育一般職

員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵ 中 位 １００００分の５２８０ 

(3) 下 位 １００００分の４９５０ 

 (4) 対象外 １００００分の５５００ 

 

第１０から１２まで （略） 

 

（再任用教育管理職員の成績率の段階の決定） 

第１３ 再任用教育管理職員の成績率の段階は、業績評定の評定結果に基づき、次の

表のとおりとする。 

なお、区市町村立学校の再任用教育管理職員の成績率の段階は、区市町村教育委

員会の内申を受けて教育委員会が決定する。 

再任用教育管理職員 

の成績率の段階 基        準 

上 位 再任用教育管理職員のうち、教育長が定める３０％程

度の者 

中 位 上位及び下位以外の者 

下 位 再任用教育管理職員のうち、教育長が下位と認める者 

 

 

２ 前項の規定により決定された再任用教育管理職員の成績率の段階は、当該業績評

定の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用す

る。 
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（定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職員の成績率の段階

の決定） 

第１４ 定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職員の成績率

の段階は、業績評価の評価結果に基づき、次の表のとおりとする。 

  なお、区市町村立学校の定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監

督職等職員の成績率の段階は、区市町村教育委員会の内申を受けて教育委員会が決

定する。 

定年前再任用教育監督

職等職員及び暫定再任

用教育監督職等職員 

の成績率の段階 

基        準 

上 位 
定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監

督職等職員（対象外に該当する者を除く。）のうち、教

育長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 業績評価の第１次評価及び最終評価の総合評価がいず

れも最下位の者 

対象外 育児休業を理由に業績評価による評価がなされない者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教

育監督職等職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の６

月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

 

（定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員の成績率の段階は、

業績評価の評価結果に基づき、次の表のとおりとする。 

  なお、区市町村立学校の定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員

の成績率の段階は、区市町村教育委員会の内申を受けて教育委員会が決定する。 

 

 

 

（再任用教育監督職等職員の成績率の段階の決定） 

 

第１４ 再任用教育監督職等職員の成績率の段階は、業績評価の評価結果に基づき、

次の表のとおりとする。 

  なお、区市町村立学校の再任用教育監督職等職員の成績率の段階は、区市町村教

育委員会の内申を受けて教育委員会が決定する。 

 

再任用教育監督職等 

職員の成績率の段階 基        準 

上 位 再任用教育監督職等職員（対象外に該当する者を除

く。）のうち、教育長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 業績評価の第１次評価及び最終評価の総合評価がいず

れも最下位の者 

対象外 育児休業を理由に業績評価による評価がなされない者 

 

 

 

２ 前項の規定により決定された再任用教育監督職等職員の成績率の段階は、当該業

績評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適

用する。 

 

（再任用教育一般職員の成績率の段階の決定） 

第１５ 再任用教育一般職員の成績率の段階は、業績評価の評価結果に基づき、次の

表のとおりとする。 

  なお、区市町村立学校の再任用教育一般職員の成績率の段階は、区市町村教育委

員会の内申を受けて教育委員会が決定する。 
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定年前再任用教育一般

職員及び暫定再任用教

育一般職員 

の成績率の段階 

基        準 

上 位 
定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職

員（対象外に該当する者を除く。）のうち、教育長が定

める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 業績評価の第１次評価及び最終評価の総合評価がいず

れも最下位の者 

対象外 育児休業を理由に業績評価による評価がなされない者 

２ 前項の規定により決定された定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一

般職員の成績率の段階は、当該業績評価の実施された年度の翌年度の６月及び１

２月に支給する勤勉手当について適用する。 

 

（業績評定又は職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 

第１６ （現行のとおり） 

２ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のうち、次の各号に掲げる者の成

績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者で、業績評定の

基準日の翌日以降に採用されたもの（派遣法第１０条第１項の規定により採用さ

れた者で、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員として業績評定によ

る評定がなされたもの及び定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員と

して地方公務員法第２３条の２第２項の規定に基づき区市町村教育委員会が定

める人事評価（東京都区市町村立学校教育管理職の業績評定に関する規則の適用

を受ける職員の例により実施するものに限る。）による評定がなされたものを除

く。）                                  中位 

⑵ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員として地方公務員法第２３

条の２第２項の規定に基づき区市町村教育委員会が定める人事評価（東京都区市

町村立学校教育管理職の業績評定に関する規則の適用を受ける職員の例により

実施するものに限る。）による評定がなされた者                              

当該評定により決定 

再任用教育一般職員 

の成績率の段階 基        準 

上 位 再任用教育一般職員（対象外に該当する者を除く。）の

うち、教育長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 業績評価の第１次評価及び最終評価の総合評価がいず

れも最下位の者 

対象外 育児休業を理由に業績評価による評価がなされない者 

 

 

 

２ 前項の規定により決定された再任用教育一般職員の成績率の段階は、当該業績評

価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用す

る。 

 

（職務記録による評定がなされない者等の取扱い） 
第１６ （略） 
２ 再任用教育管理職員のうち、次の各号に掲げる者の成績率の段階については、当

該各号に定めるとおりとする。 

⑴  再任用職員でなかった者で、業績評定の基準日の翌日以降に採用されたもの

（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者で、再任用職員として業績

評定による評定がなされたもの及び再任用職員として地方公務員法第２３条の

２第２項の規定に基づき区市町村教育委員会が定める人事評価（東京都区市町

村立学校教育管理職の業績評定に関する規則の適用を受ける職員の例により実

施するものに限る。）による評定がなされたものを除く。） 

                                      中位 

 

⑵ 再任用職員として地方公務員法第２３条の２第２項の規定に基づき区市町村教

育委員会が定める人事評価（東京都区市町村立学校教育管理職の業績評定に関す

る規則の適用を受ける職員の例により実施するものに限る。）による評定がなされ

た者                                                  

当該評定により決定 
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  (3) （現行のとおり）  

⑷ 前各号に定めるほか、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員であっ

た者で、業績評定の基準日の翌日以降に上位又は下位の職に採用されたもの 

  ア 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員でなかった者で、業績評定の

基準日の翌日以降に定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員として採

用されたもの                           中位 

  イ 上記以外のもの                  採用前の評定により決定 

⑸  （現行のとおり） 

 

（業績評価による評価がなされない者等の取扱い） 

第１７  （現行のとおり） 

２ 定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職員並びに定年前

再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員のうち、次の各号に掲げる者の成

績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴  業績評価による評価がなされない者 

ア  （現行のとおり） 

イ アに定めるもののうち、業績評価の基準日において教育監督職等職員であっ

て、採用前の個別評定書等評価が最上位であり、定年前再任用教育監督職等職

員及び暫定再任用教育監督職等職員又は定年前再任用教育一般職員及び暫定

再任用教育一般職員として採用された者 

                                  上位 

ウ （現行のとおり） 

⑵ 前号に定めるほか、業績評価の基準日において定年前再任用短時間勤務職員及

び暫定再任用職員でなかった者で業績評価の基準日の翌日以降に定年前再任用

短時間勤務職員及び暫定再任用職員として採用されたもの 

ア 業績評価の基準日において教育５級等職員であった者で、定年前再任用教育

監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職員又は定年前再任用教育一般職

員及び暫定再任用教育一般職員として採用されたもの        中位 

イ 業績評価の基準日において教育監督等職員であって、採用前の業績評価によ

る評価により最上位に決定された者で、定年前再任用教育監督職等職員及び暫

定再任用教育監督職等職員又は定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教

育一般職員として採用されたもの                上位                   

ウ （現行のとおり） 

⑶  一号に定めるほか、業績評価の基準日において定年前再任用短時間勤務職員及

⑶ （略） 
⑷ 前各号に定めるほか、再任用職員であった者で、業績評定の基準日の翌日以降

に上位又は下位の職に採用されたもの 

  ア 再任用教育管理職員でなかった者で、業績評定の基準日の翌日以降に再任用

教育管理職員として採用されたもの 

                                      中位 

  イ 上記以外のもの                  採用前の評定により決定 

(5) （略） 
 

（業績評価による評価がなされない者等の取扱い） 

第１７  （略） 

２ 再任用教育監督職等職員及び再任用教育一般職員のうち、次の各号に掲げる者の

成績率の段階については、当該各号に定めるとおりとする。 

 

⑴  業績評価による評価がなされない者 

ア  （略） 

イ アに定めるもののうち、業績評価の基準日において教育監督職等職員であっ

て、採用前の個別評定書等評価が最上位であり、再任用教育監督職等職員又は

再任用教育一般職員として採用された者 

                                   上位 

 

ウ （略） 

⑵  前号に定めるほか、業績評価の基準日において再任用職員でなかった者で業

績評価の基準日の翌日以降に再任用職員として採用されたもの 

 

ア 業績評価の基準日において教育５級等職員であった者で、再任用教育監督職

等職員又は再任用教育一般職員として採用されたもの         中位 

 

イ 業績評価の基準日において教育監督職員であって、採用前の業績評価による

評価により最上位に決定された者で、再任用教育監督職員又は再任用教育一般

職員として採用されたもの                     上位 

   

ウ （略） 

⑶  一号に定めるほか、業績評価の基準日において再任用職員であった者で、業績
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別紙２ 

び暫定再任用職員であった者で、業績評価の基準日の翌日以降に上位又は下位の

職に引き続き定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員として採用され

たもの 

ア 業績評価の基準日において定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員

であった者で、定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督職等職

員又は定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員として採用さ

れたもの                              中位 

イ 上記以外のもの             業績評価による評価により決定 

(4)  （現行のとおり） 

 

（成績率の段階の本人告知） 

第１８ 第１次評価者は、教育監督職等職員、教育一般職員、定年前再任用管理職員

及び暫定再任用管理職員、定年前再任用教育監督職等職員及び暫定再任用教育監督

職等職員並びに定年前再任用教育一般職員及び暫定再任用教育一般職員の成績率

が、最上位、上位又は下位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率を

告知しなければならない。 

 

第１９及び第２０ （現行のとおり） 

  

  附 則 
１ この要綱は、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

２ 令和５年度に支給する勤勉手当に限り、旧地方公務員法再任用職員（地方公務

員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」とい

う。）による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第

１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項（これらの規定

を令和３年改正法による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４

７条の規定により読み替えて適用する場合を含む。） の規定により採用された職員

をいう。）は、学校職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則（令和４年

東京都教育委員会規則第４４号）附則第２項に規定する採用された職員とみなし

て、改正後の要綱の規定を適用する。 

評価の基準日の翌日以降に上位又は下位の職に引き続き再任用職員として採用さ

れたもの 

 

ア 業績評価の基準日において再任用教育管理職員であった者で、再任用教育監

督職員又は再任用教育一般職員として採用されたもの         中位 

 

 

イ 上記以外のもの              業績評価による評価により決定 

(4) （略） 
 

（成績率の段階の本人告知） 

第１８ 第１次評価者は、教育監督職等職員、教育一般職員、再任用教育管理職員、

再任用教育監督職等職員及び再任用教育一般職員の成績率が、最上位、上位又は下

位となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率を告知しなければならない。 

 

 

 

第１９及び第２０ （略） 
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【警視】
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別紙２ 

 「東京消防庁職員の勤勉手当における成績率の運用に関する要綱」（平成１５年３月２５日付１４人委任第２１６号承認）について、下記のとおり

改正する。 

改 正 案 現  行 

東京消防庁職員の勤勉手当における成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （現行のとおり） 

第３ 用語の定義 

  この要綱における用語の定義は、それぞれ次に定めるところによる。 

⑴から⑷まで （現行のとおり）

⑸ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員とは、地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項の規定によ

り採用された職員である者及び地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第

６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員である者を

いう。 

⑹ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員とは、規則第３条

の４第１項第７号に掲げる職員である者をいう。 

⑺ 定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員とは、規則第

３条の４第１項第８号に掲げる職員である者。 

⑻ 定年前再任用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員と

は、規則第３条の４第１項第９号に掲げる職員である者をいう。 

(9) （現行のとおり）

第４ 部長級職員の成績率の内容 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ 最上位 （現行のとおり）

東京消防庁職員の勤勉手当における成績率の運用に関する要綱 

第１及び第２ （略） 

第３ 用語の定義 

  この要綱における用語の定義は、それぞれ次に定めるところによる。 

⑴から⑷まで （略）

⑸ 再任用職員とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員である者をいう。 

⑹ 再任用管理職員とは、規則第３条の４第１項第７号に掲げる職員

である者をいう。 

⑺ 再任用係長等職員とは、規則第３条の４第１項第８号に掲げる職

員である者をいう。 

⑻ 再任用主任級以下職員とは、規則第３条の４第１項第９号に掲げ

る職員である者をいう。 

(9) （略）

第４ 部長級職員の成績率の内容 

１ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略）

【消防】
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⑵ 上 位 （現行のとおり） 

⑶ 中 位 １００００分の１２７８７．５ 

⑷ 下 位 １００００分の１２１００ 

⑸ （現行のとおり） 

第５ 課長級職員の成績率の内容 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ 最上位 （現行のとおり） 

⑵ 上 位 （現行のとおり） 

⑶ 中 位 １００００分の１１９８５ 

⑷ 下 位 １００００分の１１３４７．５ 

⑸ （現行のとおり） 

第６ 係長等職員の成績率の内容 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ 最上位 （現行のとおり） 

⑵ 上 位 （現行のとおり） 

⑶ 中 位 １００００分の１０２１２．５ 

⑷ 下 位 １００００分の９８９０ 

⑸ 最下位 １００００分の９５６７．５ 

⑹ 対象外 １００００分の１０７５０ 

第７ 主任級以下職員の成績率の内容 

１ （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

⑴ 最上位 （現行のとおり） 

⑵ 上 位 （現行のとおり） 

⑶ 中 位 １００００分の１０３２０ 

⑵ 上 位 （略） 

⑶ 中 位 １００００分の１３２５２．５ 

⑷ 下 位 １００００分の１２５４０ 

⑸ （略） 

第５ 課長級職員の成績率の内容 

１ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略） 

⑵ 上 位 （略） 

⑶ 中 位 １００００分の１２４５５ 

⑷ 下 位 １００００分の１１７９２．５ 

⑸ （略） 

第６ 係長等職員の成績率の内容 

１ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略） 

⑵ 上 位 （略） 

⑶ 中 位 １００００分の１０６８７．５ 

⑷ 下 位 １００００分の１０３５０ 

⑸ 最下位 １００００分の１００１２．５ 

⑹ 対象外 １００００分の１１２５０ 

第７ 主任級以下職員の成績率の内容 

１ （略） 

２ （略） 

⑴ 最上位 （略） 

⑵ 上 位 （略） 

⑶ 中 位 １００００分の１０８００ 
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⑷ 下 位 １００００分の９９９７．５ 

⑸ 最下位 １００００分の９６７５ 

⑹ 対象外 １００００分の１０７５０ 

第８ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の内容 

１ 規則第３条の４第１項第７号に規定する成績率（以下「定年前再任

用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率」という。）の段階は、上

位、中位及び下位の３段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴ 上 位 （現行のとおり） 

⑵ 中 位 １００００分の５８７５ 

⑶ 下 位 １００００分の５５６２．５ 

第９ 定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員の成績率の内容 

１ 規則第３条の４第１項第８号に規定する成績率（以下「定年前再任

用係長等職員及び暫定再任用係長等職員の成績率」という。）の段階は、

上位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴ 上 位 （現行のとおり） 

⑵ 中 位 １００００分の４９８７．５ 

⑶ 下 位 １００００分の４６７２．５ 

⑷ 対象外 １００００分の５２５０ 

第１０ 定年前再任用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員の成

績率の内容 

 １ 規則第３条の４第１項第９号に規定する成績率（以下「定年前再任

用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員の成績率」という。）

の段階は、上位、中位及び下位並びに対象外の４段階とする。 

２ （現行のとおり） 

⑴ 上 位 （現行のとおり） 

⑷ 下 位 １００００分の１０４６２．５ 

⑸ 最下位 １００００分の１０１２５ 

⑹ 対象外 １００００分の１１２５０ 

第８ 再任用管理職員の成績率の内容 

１ 規則第３条の４第１項第７号に規定する成績率（以下「再任用管理

職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位の３段階とす

る。 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵ 中 位 １００００分の６１１０ 

⑶ 下 位 １００００分の５７８５ 

第９ 再任用係長等職員の成績率の内容 

 １ 規則第３条の４第１項第８号に規定する成績率（以下「再任用係長

等職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに対象

外の４段階とする。 

 ２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 

⑵ 中 位 １００００分の５２２５ 

⑶ 下 位 １００００分の４８９５ 

⑷ 対象外 １００００分の５５００ 

第１０ 再任用主任級以下職員の成績率の内容 

 

１ 規則第３条の４第１項第９号に規定する成績率（以下「再任用主任

級以下職員の成績率」という。）の段階は、上位、中位及び下位並びに

対象外の４段階とする。 

２ （略） 

⑴ 上 位 （略） 
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⑵ 中 位 １００００分の５０４０ 

⑶ 下 位 １００００分の４７２５ 

⑷ 対象外 １００００分の５２５０ 

第１１から第１４まで （現行のとおり） 

第１５ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階の

決定 

 １ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員の成績率の段階は、

人事評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用管理職員及び暫定

再任用管理職員の成績率の段階 
基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、

人事部長が定める３０％程度の者 

中 位 上位及び下位以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び 

最下位の者 

 ２ 前１の規定により決定された定年前再任用管理職員及び暫定再任用

管理職員の成績率の段階は、当該人事評価の実施された年度の翌年度

の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

第１６ 定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員の成績率の段

階の決定 

 １ 定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員の成績率の段階

は、人事評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用係長等職員及び暫

定再任用係長等職員の成績率の

段階 

基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、人

事部長が定める４０％程度の者 

⑵ 中 位 １００００分の５２８０ 

⑶ 下 位 １００００分の４９５０ 

⑷ 対象外 １００００分の５５００ 

第１１から第１４まで （略） 

第１５ 再任用管理職員の成績率の段階の決定 

  

１ 再任用管理職員の成績率の段階は、人事評価の評定結果に基づき、

次の表のとおりとする。 

再任用管理職員の成績率の段階 基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、

人事部長が定める３０％程度の者 

中 位 上位及び下位以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び 

最下位の者 

 ２ 前１の規定により決定された再任用管理職員の成績率の段階は、当

該人事評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する勤

勉手当について適用する。 

第１６ 再任用係長等職員の成績率の段階の決定 

  

１ 再任用係長等職員の成績率の段階は、人事評価の評定結果に基づき、

次の表のとおりとする。 

再任用係長等職員の成績率の段

階 
基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、人

事部長が定める４０％程度の者 
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中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び 

最下位の者 

対象外 
育児休業を理由に人事評価による 

評定がなされない者 

 ２ 前１の規定により決定された定年前再任用係長等職員及び暫定再任

用係長等職員の成績率の段階は、当該人事評価の実施された年度の翌

年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

第１７ 定年前再任用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員の成

績率の段階の決定 

 １ 定年前再任用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員の成績

率の段階は、人事評価の評定結果に基づき、次の表のとおりとする。 

定年前再任用主任級以下職員及

び暫定再任用主任級以下職員の

成績率の段階 

基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、人

事部長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び最 

下位の者 

対象外 
育児休業を理由に人事評価による 

評定がなされない者 

２ 前１の規定により決定された定年前再任用主任級以下職員及び暫定再

任用主任級以下職員の成績率の段階は、当該人事評価の実施された年度

の翌年度の６月及び１２月に支給する勤勉手当について適用する。 

第１８から第２０まで （現行のとおり） 

第２１ 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のうち、人事評価

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び 

最下位の者 

対象外 
育児休業を理由に人事評価による 

評定がなされない者 

２ 前１の規定により決定された再任用係長等職員の成績率の段階は、

当該人事評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給する

勤勉手当について適用する。 

第１７ 再任用主任級以下職員の成績率の段階の決定 

 

１ 再任用主任級以下職員の成績率の段階は、人事評価の評定結果に基

づき、次の表のとおりとする。 

再任用主任級以下職員の成績率

の段階 
基 準 

上 位 
成績率対象者である職員のうち、人

事部長が定める４０％程度の者 

中 位 上位、下位及び対象外以外の者 

下 位 
人事評価の評定結果が下位及び最 

下位の者 

対象外 
育児休業を理由に人事評価による 

評定がなされない者 

２ 前１の規定により決定された再任用主任級以下職員の成績率の段階

は、当該人事評価の実施された年度の翌年度の６月及び１２月に支給す

る勤勉手当について適用する。 

第１８から第２０まで （略） 

第２１ 再任用管理職員のうち、人事評価による評定がなされない者等の
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による評定がなされない者等の取扱い 

    定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員のうち、次に掲げ

る者の成績率の段階については、次のとおりとする。 

  ⑴ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者

で、人事評価の評定基準日の翌日以降に採用されたもの（派遣法第

１０条第１項の規定により採用された者で、定年前再任用短時間勤

務職員及び暫定再任用職員として人事評価による評定がなされたも

のを除く。） 中位 

⑵ （現行のとおり） 

  ⑶ ⑵に定めるほか、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職

員であった者で、人事評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位

の職に採用されたものについては、次のとおりとする。 

   ア 定年前再任用管理職員及び暫定再任用管理職員でなかった者

で、人事評価の評定基準日の翌日以降に定年前再任用管理職員及

び暫定再任用管理職員として採用されたもの 中位 

イ （現行のとおり） 

  ⑷ （現行のとおり） 

第２２ 定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員及び定年前再

任用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員のうち、人事評価

による評定がなされない者等の取扱い 

   定年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員及び定年前再任

用主任級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員のうち、次に掲げる

者の成績率の段階については、次のとおりとする。 

⑴ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員でなかった者

で、人事評価の評定基準日の翌日以降に採用された者（派遣法第１

０条第１項の規定により採用された者で、定年前再任用短時間勤務

職員及び暫定再任用職員として人事評価による評定がなされたもの

取扱い 

    再任用管理職員のうち、次に掲げる者の成績率の段階については、

次のとおりとする。 

⑴ 再任用職員でなかった者で、人事評価の評定基準日の翌日以降に

採用されたもの（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者

で、再任用職員として人事評価による評定がなされたものを除く。） 

中位 

 

⑵ （略） 

  ⑶ ⑵に定めるほか、再任用職員であった者で、人事評価の評定基準

日の翌日以降に上位又は下位の職に採用されたものについては、次

のとおりとする。 

ア 再任用管理職員でなかった者で、人事評価の評定基準日の翌日

以降に再任用管理職員として採用されたもの   中位 

 

イ （略） 

⑷ （略） 

第２２ 再任用係長等職員及び再任用主任級以下職員のうち、人事評価に

よる評定がなされない者等の取扱い 

   再任用係長等職員及び再任用主任級以下職員のうち、次に掲げる者

の成績率の段階については、次のとおりとする。 

 

 

⑴ 再任用職員でなかった者で、人事評価の評定基準日の翌日以降に

採用された者（派遣法第１０条第１項の規定により採用された者

で、再任用職員として人事評価による評定がなされたものを除

く。） 
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を除く。） 

ア及びイ （現行のとおり） 

 ⑵及び⑶ （現行のとおり） 

  ⑷ ⑶に定めるほか、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職

員であった者で、人事評価の評定基準日の翌日以降に上位又は下位

の職に引き続き採用されたもの 採用前の評定により決定 

  ⑸ （現行のとおり） 

第２３ 成績率の段階の本人告知 

所属長は、係長等職員、主任級以下職員、定年前再任用係長等職員及

び暫定再任用係長等職員及び定年前再任用主任級以下職員及び暫定再任

用主任級以下職員の成績率の段階が最上位、上位、下位又は最下位（定

年前再任用係長等職員及び暫定再任用係長等職員及び定年前再任用主任

級以下職員及び暫定再任用主任級以下職員にあっては、上位又は下位）

となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率の段階を告知しな

ければならない。 

第２４及び第２５ （現行のとおり） 

 

附 則 

この要綱は、令和５年６月に支給する勤勉手当から適用する。 

 

ア及びイ （略） 

 ⑵及び⑶ （略） 

  ⑷ ⑶に定めるほか、再任用職員であった者で、人事評価の評定基準

日の翌日以降に上位又は下位の職に引き続き採用されたもの                  

採用前の評定により決定 

  ⑸ （略） 

第２３ 成績率の段階の本人告知 

所属長は、係長等職員、主任級以下職員、再任用係長等職員及び再任

用主任級以下職員の成績率の段階が最上位、上位、下位又は最下位（再

任用係長等職員及び再任用主任級以下職員にあっては、上位又は下位）

となる職員に対し、勤勉手当の支給日までに、成績率の段階を告知しな

ければならない。 

 

 

第２４及び第２５ （略） 
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り
） 
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第
一
（
第
二
条
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組
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区
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職 

特
別
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額
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区
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本
庁 
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の
と
お
り
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お
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部
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政
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長 

（
現
行
の
と
お
り
） 

課
長
（
総
務
課
長
及
び
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
・
国
際
金
融
都
市
戦
略
室
戦
略
推
進
部

戦
略
企
画
課
長
並
び
に
総
務
局
人
事
部
人

事
課
長
、
総
務
局
人
事
部
調
査
課
長
、
総

務
局
行
政
部
区
政
課
長
、
総
務
局
行
政
部

市
町
村
課
長
及
び
財
務
局
主
計
部
財
政
課

長
を
除
く
。） 

担
当
課
長
（
職
層
名
専
門
副
参
事
の
職

（
総
務
局
総
務
部
政
策
法
務
担
当
課
長
、

訟
務
担
当
課
長
、
審
理
担
当
課
長
及
び
法

（
現
行
の
と
お
り
） 

第
一
条
か
ら
第
四
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
） 

組
織
の
区
分 

職 

特
別
調
整
額
の
区
分 

本
庁 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

総
務
課
長 

子
供
政
策
連
携
室
子
供
政
策
連
携
推
進
部

企
画
課
長 

総
務
局
人
事
部
人
事
課
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務
局
人
事
部
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査
課
長 

総
務
局
行
政
部
区
政
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長 
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務
局
行
政
部
市
町
村
課
長 

財
務
局
主
計
部
財
政
課
長 

（
略
） 

課
長
（
総
務
課
長
及
び
子
供
政
策
連
携
室

子
供
政
策
連
携
推
進
部
企
画
課
長
並
び
に

総
務
局
人
事
部
人
事
課
長
、
総
務
局
人
事

部
調
査
課
長
、
総
務
局
行
政
部
区
政
課

長
、
総
務
局
行
政
部
市
町
村
課
長
及
び
財

務
局
主
計
部
財
政
課
長
を
除
く
。
） 

担
当
課
長
（
職
層
名
専
門
副
参
事
の
職

（
総
務
局
総
務
部
政
策
法
務
担
当
課
長
、

訟
務
担
当
課
長
、
審
理
担
当
課
長
及
び
法

務
担
当
課
長
並
び
に
福
祉
保
健
局
医
療
政

（
略
） 
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務
担
当
課
長
並
び
に
保
健
医
療
局
保
健
政

策
部
地
域
保
健
推
進
担
当
課
長
及
び
医
療

政
策
部
看
護
人
材
担
当
課
長
を
除
く
。
）

に
限
る
。
） 

担
当
課
長
（
職
層
名
副
参
事
の
職
及
び
職

層
名
専
門
副
参
事
の
職
（
総
務
局
総
務
部

政
策
法
務
担
当
課
長
、
訟
務
担
当
課
長
及

び
審
理
担
当
課
長
並
び
に
保
健
医
療
局
保

健
政
策
部
地
域
保
健
推
進
担
当
課
長
及
び

医
療
政
策
部
看
護
人
材
担
当
課
長
に
限

る
。
）
に
限
る
。） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

本
庁
行
政
機 

関
及
び
地
方 

行
政
機
関 

初
任
給
等
規
則
別
表
第
八
イ
の
項
に
規
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す
る
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務
区
分
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の
職 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
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長 

監
察
医
務
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の
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び
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院
長 

健
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安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
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長 

（
現
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の
と
お
り
） 

（
現
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お
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） 
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現
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の
と
お
り
） 
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の
と
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） 
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現
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） 
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部
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住
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。
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業
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。
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の
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き
、
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名
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事
の
職
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。
） 
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医 
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事
研
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） 
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部
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。） 
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。） 
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） 
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） 
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略
） 
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） 
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） 

本
庁
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。
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障
害
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療
セ
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住
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。
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。
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の
科
長
、
健
康

危
機
管
理
情
報
課
長
、
疫
学
情
報
担
当
課

長
及
び
精
度
管
理
室
副
室
長 

（
現
行
の
と
お
り
） 

保
健
所
の
所
長 

心
身
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
次
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
部
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
副
所
長 

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
部
長
（
企
画

調
整
部
長
及
び
広
域
監
視
部
長
を
除

く
。）
及
び
精
度
管
理
室
長 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、
民
間
住

宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限
る
。
）

の
課
長
（
総
務
課
長
を
除
く
。） 

中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及
び
事
業
部
に

限
る
。）
の
課
長
（
総
務
課
長
を
除
く
。
） 

医
長
、
監
察
医
長
、
地
域
援
助
医
長
及
び

医
療
審
査
医
長 

保
健
所
の
保
健
対
策
課
長
、
歯
科
保
健
担

当
課
長
及
び
出
張
所
副
所
長 

児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療
指
導
課
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
園
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
科
長
及

び
課
長 

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
所
長 

健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
科
長
、
健
康

危
機
管
理
情
報
課
長
、
疫
学
情
報
担
当
課

長
及
び
精
度
管
理
室
副
室
長 

 

（
略
） 
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（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、

民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限

る
。
）
及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及

び
事
業
部
に
限
る
。
）
の
課
長
並
び
に
児

童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
治
療
指
導
課
長
、
総

合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
課
長
、
保

健
所
の
保
健
対
策
課
長
及
び
健
康
安
全
研

究
セ
ン
タ
ー
の
健
康
危
機
管
理
情
報
課
長

を
除
く
。
） 

担
当
課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画

部
、
民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部

に
限
る
。
）
及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理

部
及
び
事
業
部
に
限
る
。
）
の
担
当
課
長

並
び
に
保
健
所
の
歯
科
保
健
担
当
課
長
及

び
健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
疫
学
情
報

担
当
課
長
を
除
く
。
） 

副
参
事
研
究
員
（
健
康
安
全
研
究
セ
ン

タ
ー
の
副
参
事
研
究
員
を
除
く
。
） 

技
師
長
及
び
看
護
担
当
科
長 

分
課
で
あ
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参

事
の
職
に
限
る
。） 

当
該
事
業
所
の
長
が
課
長
相
当
職
と
さ
れ

て
い
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参
事
の

職
に
限
る
。） 

副
所
長
（
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

の
副
所
長
及
び
職
層
名
参
事
の
職
を
除

く
。
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
略
） 

（
略
） 

課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画
部
、

民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部
に
限

る
。
）
及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理
部
及

び
事
業
部
に
限
る
。
）
の
課
長
並
び
に
保

健
所
の
保
健
対
策
課
長
、
児
童
相
談
セ
ン

タ
ー
の
治
療
指
導
課
長
、
総
合
精
神
保
健

福
祉
セ
ン
タ
ー
の
課
長
及
び
健
康
安
全
研

究
セ
ン
タ
ー
の
健
康
危
機
管
理
情
報
課
長

を
除
く
。） 

担
当
課
長
（
住
宅
政
策
本
部
（
住
宅
企
画

部
、
民
間
住
宅
部
及
び
都
営
住
宅
経
営
部

に
限
る
。
）
及
び
中
央
卸
売
市
場
（
管
理

部
及
び
事
業
部
に
限
る
。
）
の
担
当
課
長

並
び
に
保
健
所
の
歯
科
保
健
担
当
課
長
及

び
健
康
安
全
研
究
セ
ン
タ
ー
の
疫
学
情
報

担
当
課
長
を
除
く
。） 

副
参
事
研
究
員
（
健
康
安
全
研
究
セ
ン

タ
ー
の
副
参
事
研
究
員
を
除
く
。
） 

技
師
長
及
び
看
護
担
当
科
長 

分
課
で
あ
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参

事
の
職
に
限
る
。） 

当
該
事
業
所
の
長
が
課
長
相
当
職
と
さ
れ

て
い
る
事
業
所
の
長
（
職
層
名
副
参
事
の

職
に
限
る
。） 

副
所
長
（
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

の
副
所
長
及
び
職
層
名
参
事
の
職
を
除

く
。） 

（
略
） 
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副
園
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

副
場
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
科
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
次
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
事
務
次
長 

府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
地
域
療
育
支
援
担

当
科
長 

総
合
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
事
務
長 

監
察
医
務
院
の
科
長 

監
察
医
務
院
の
事
務
長 

看
護
専
門
学
校
の
副
校
長 

皮
革
技
術
セ
ン
タ
ー
の
所
長
（
職
層
名
専

門
参
事
の
職
を
除
く
。） 

島
し
よ
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
の
室
長

及
び
事
業
所
長
（
三
宅
事
業
所
長
を
除

く
。
） 

中
央
・
城
北
職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー
の

再
就
職
促
進
訓
練
室
長 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

東
京
都
収
用

委
員
会
事
務

局 

条
例
別
表
第
一
イ
行
政
職
給
料
表
㈠
の
職

務
の
級
が
五
級
で
あ
つ
て
、
条
例
別
表
第

六
の
二
イ
の
部
五
級
の
項
に
規
定
す
る
基

準
と
な
る
職
務
の
職
又
は
こ
れ
に
相
当
す

る
職
（
初
任
給
等
規
則
別
表
第
八
イ
の
項

に
定
め
が
あ
る
職
を
除
く
。） 

区
分
五
（
知
事
が
別
に

定
め
る
も
の
に
つ
い
て

は
区
分
十
一
） 

副
園
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

副
場
長
（
職
層
名
参
事
の
職
を
除
く
。
） 

監
察
医
務
院
、
北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及

び
府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
科
長 

府
中
療
育
セ
ン
タ
ー
の
地
域
療
育
支
援
担

当
科
長 

監
察
医
務
院
及
び
総
合
精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー
の
事
務
長 

看
護
専
門
学
校
の
副
校
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
城
南
分
園
及
び
城

北
分
園
の
次
長 

北
療
育
医
療
セ
ン
タ
ー
及
び
府
中
療
育
セ

ン
タ
ー
の
事
務
次
長 

皮
革
技
術
セ
ン
タ
ー
の
所
長
（
職
層
名
専

門
参
事
の
職
を
除
く
。） 

島
し
よ
農
林
水
産
総
合
セ
ン
タ
ー
の
室
長

及
び
事
業
所
長
（
三
宅
事
業
所
長
を
除

く
。） 

中
央
・
城
北
職
業
能
力
開
発
セ
ン
タ
ー
の

再
就
職
促
進
訓
練
室
長 

 

（
略
） 

（
略
） 

東
京
都
収
用

委
員
会
事
務

局 

（
新
設
） 

（
新
設
） 
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総
務
課
長 

区
分
六 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

東
京
都
労
働

委
員
会
事
務

局 

条
例
別
表
第
一
イ
行
政
職
給
料
表
㈠
の
職

務
の
級
が
五
級
で
あ
つ
て
、
条
例
別
表
第

六
の
二
イ
の
部
五
級
の
項
に
規
定
す
る
基

準
と
な
る
職
務
の
職
又
は
こ
れ
に
相
当
す

る
職
（
初
任
給
等
規
則
別
表
第
八
イ
の
項

に
定
め
が
あ
る
職
を
除
く
。） 

区
分
五
（
知
事
が
別
に

定
め
る
も
の
に
つ
い
て

は
区
分
十
一
） 

総
務
課
長 

区
分
六 

（
現
行
の
と
お
り
） 
（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

東
京
都
職
員

共
済
組
合
及

び
地
方
公
務

員
災
害
補
償

基
金
東
京
都

支
部 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
現
行
の
と
お
り
） 

総
務
課
長 

区
分
六 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

東
京
都
労
働

委
員
会
事
務

局 

（
新
設
） 

（
新
設
） 

総
務
課
長 

区
分
六 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

東
京
都
職
員

共
済
組
合
及

び
地
方
公
務

員
災
害
補
償

基
金
東
京
都

支
部 

（
略
） 

（
略
） 

別
表
第
二
及
び
別
表
第
三 

（
略
） 
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警
視
庁
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
九
年
東
京
都
規
則
第
五
十
二
号
） 

新
旧
対
照
表
（
抄
） 

改 
 
 

 

正 
 

 
 

案 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

行 

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で 

（
現
行
の
と
お
り
） 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 

手
当 

番
号 

種 
 

類 

支 
 

給 
 

範 
 

囲 

手 

当 

額 

摘 
 
 

要 

１ 

捜
査
等
業

務
手
当 

           

⑴
ア
（
現
行
の
と
お
り
） 

 

イ 

犯
罪
の
捜
査
、
取
締

り
、
現
場
鑑
識
又
は
警
護

に
従
事
し
た
交
通
執
行

課
、
交
通
捜
査
課
、
駐
車

対
策
課
、
警
備
第
二
課
、

警
護
課
、
公
安
総
務
課
、

公
安
第
一
課
、
公
安
第
二

課
、
公
安
第
三
課
、
外
事

第
一
課
、
外
事
第
二
課
、

外
事
第
三
課
、
外
事
第
四

課
、
刑
事
総
務
課
、
捜
査

第
一
課
、
捜
査
第
二
課
、

捜
査
第
三
課
、
捜
査
共
助

課
、
鑑
識
課
、
生
活
安
全

総
務
課
、
生
活
経
済
課
、

生
活
環
境
課
、
保
安
課
、

少
年
育
成
課
、
少
年
事
件

課
、
サ
イ
バ
ー
犯
罪
対
策

課
、
警
視
庁
交
通
機
動

隊
、
警
視
庁
高
速
道
路
交

通
警
察
隊
、
警
視
庁
鉄
道

警
察
隊
、
警
視
庁
サ
イ
バ

ー
攻
撃
対
策
セ
ン
タ
ー
、

警
視
庁
公
安
機
動
捜
査

隊
、
警
視
庁
捜
査
支
援
分

析
セ
ン
タ
ー
、
警
視
庁
機

動
捜
査
隊
、
警
視
庁
生
活

安
全
特
別
捜
査
隊
又
は
警

察
署
に
所
属
す
る
職
員

（
管
理
職
員
を
除
く
。
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

             

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

             

 
 

 
 

ウ
か
ら
オ
ま
で 

（
現
行
の 

と
お
り
） 

⑵
か
ら
⑸
ま
で 

（
現
行
の
と

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

（
現
行
の
と
お

り
） 

（
現
行
の
と
お

第
一
条
か
ら
第
五
条
ま
で 

（
略
） 

別
表
（
第
二
条
関
係
） 

手
当 

番
号 

種 
 

類 

支 
 

給 
 

範 
 

囲 

手 

当 

額 

摘 
 
 

要 

１ 

            

捜
査
等
業

務
手
当 

⑴
ア 

（
略
） 

 

イ 

犯
罪
の
捜
査
、
取
締

り
、
現
場
鑑
識
又
は
警
護

に
従
事
し
た
交
通
執
行

課
、
交
通
捜
査
課
、
駐
車

対
策
課
、
警
備
第
二
課
、

警
護
課
、
公
安
総
務
課
、

公
安
第
一
課
、
公
安
第
二

課
、
公
安
第
三
課
、
外
事

第
一
課
、
外
事
第
二
課
、

外
事
第
三
課
、
外
事
第
四

課
、
刑
事
総
務
課
、
捜
査

第
一
課
、
捜
査
第
二
課
、

捜
査
第
三
課
、
捜
査
共
助

課
、
鑑
識
課
、
生
活
安
全

総
務
課
、
生
活
経
済
課
、

生
活
環
境
課
、
保
安
課
、

少
年
育
成
課
、
少
年
事
件

課
、
サ
イ
バ
ー
犯
罪
対
策

課
、
警
視
庁
高
速
道
路
交

通
警
察
隊
、
警
視
庁
鉄
道

警
察
隊
、
警
視
庁
サ
イ
バ

ー
攻
撃
対
策
セ
ン
タ
ー
、

警
視
庁
公
安
機
動
捜
査

隊
、
警
視
庁
捜
査
支
援
分

析
セ
ン
タ
ー
、
警
視
庁
機

動
捜
査
隊
、
警
視
庁
生
活

安
全
特
別
捜
査
隊
又
は
警

察
署
に
所
属
す
る
職
員

（
管
理
職
員
を
除
く
。
） 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

              

（
略
） 

 

（
略
） 

              

 
 

 

ウ
か
ら
オ
ま
で 

（
略
） 

 
⑵
か
ら
⑸
ま
で 

（
略
） 

（
略
） 

 

（
略
） 

（
略
） 

 

（
略
） 
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お
り
） 

り
） 

り
） 

２
か
ら

24

ま

で 

（
現
行
の

と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お
り
） 

（
現
行
の
と
お

り
） 

 

（
現
行
の
と
お

り
） 

  
 

 
 

２
か
ら

24

ま

で 

（
略
） 

（
略
） 

 

（
略
） 

  

（
略
） 
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